
第 1 回寒河江市中学校部活動地域展開検討委員会 

 

日 時 令和８年５月１１日(月) 

午後 3時 00分～午後 4 時 30分 

場 所 寒河江市文化センター２階 第１研修室 

 

次   第 

１ 開会 

２ 教育長あいさつ 

３ 自己紹介 

 

４ 報告・協議 

（１）本委員会の設置要綱について 

（２）令和７年度寒河江市中学校部活動改革の経過および成果と課題について 

（３）令和８年度寒河江市中学校部活動地域展開年間計画（案）について 

・令和８年度以降の学校部活動について（中体連について） 

・寒河江市中学校部活動地域展開ロードマップについて 

・寒河江市部活動地域展開年間計画（案）について 

（４）スポーツ庁による地域スポーツクラブ活動体制整備事業（地域スポーツクラブ

活動への移行に向けた実証事業）について 

（５）学校部活動の総合的なガイドライン、寒河江市における部活動改革及び地域 

クラブ活動に関する総合的なガイドラインについて 

（６）その他 

 

５ その他 

６ 閉  会 

 

【配布資料】 

  資料１ 令和７年度寒河江市中学校部活動改革の経過 

  資料 2 令和７年度寒河江市中学校部活動改革の成果と課題 

  資料３ 令和８年度以降の部活動について 

  資料４ 令和８年度寒河江市中学校部活動地域展開ロードマップ 

  資料５ 令和８年度寒河江市中学校部活動地域展開に関わる年間計画（案） 

  資料６ 寒河江市地域クラブ一覧  

資料７ 令和８年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業（地域スポーツ 

クラブ活動への移行に向けた実証事業）の計画 

  資料８ 学校部活動の総合的なガイドライン 

資料９ （仮）寒河江市における部活動改革及び地域クラブ活動に関する総合的 

なガイドライン 



第１回寒河江市中学校部活動地域展開検討委員会 名簿 

 

（１）検討委員会 

 団体名または役職 氏名 出欠 

１ 寒河江市教育委員会 教育長 佐藤志津男 出席 

２ （一社）寒河江市スポーツ協会 副会長 竹田  茂 出席 

３ 寒河江市スポーツ少年団 本部長 卯月 吉彦 出席 

４ 寒河江市スポーツ推進委員会 会長 阿部 憲市 出席 

５ 寒河江市芸術文化協議会 副会長 安食孫四郎 出席 

６ 寒河江市 PTA 連合会 副会長 大沼 克也 出席 

７ 寒河江市 PTA 連合会 母親委員代表 太田 彩子 出席 

８ 寒河江市立陵東中学校長 橘  正敏 出席 

９ 寒河江市立陵南中学校長 石山 勝巳 出席 

１０ 寒河江市立陵西中学校長 横井 真人 出席 

 

 

（２）事務局 

 役職 氏名 

１ 寒河江市教育委員会学校教育課長 東海林茂美 

２ 寒河江市教育委員会学校教育課指導推進室長 鈴木 雅寿 

３ 寒河江市教育委員会生涯学習課長補佐 渋谷 孝行 

４ 寒河江市教育委員会スポーツ振興課長補佐 芳賀 和彦 

５ 寒河江市教育委員会学校教育課指導推進室長補佐兼指導主事 橋本 佳久 

６ 寒河江市教育委員会 部活動総括コーディネーター 山口 義博 

 

（３）傍聴 ※いる場合 

 役職 氏名 

１  なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



寒河江市中学校部活動地域展開検討委員会設置要綱（案） 

 

（設置） 

第１条 市内中学校の部活動地域展開（以下「部活動地域展開」という。）につい

て、関係者及び関係団体の意思統一を図り、部活動改革を適切かつ効率的に推

進するため、寒河江市中学校部活動地域展開検討委員会（以下「検討委員会」と

いう。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 検討委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

⑴ 部活動地域展開の推進に関すること。 

⑵ その他教育委員会が必要と認めた事項に関すること。 

（組織） 

第３条 検討委員会の委員は、１１名以内とし、次に掲げる者のうちから教育委

員会が委嘱し、又は任命する。 

⑴ 寒河江市スポーツ協会代表 

⑵ 寒河江市スポーツ少年団代表 

⑶ 寒河江市スポーツ推進委員会代表 

 市内の総合型地域スポーツクラブ代表 

⑷ 寒河江市芸術文化協議会代表 

⑸ 寒河江市ＰＴＡ連合会代表 

⑹ 寒河江市ＰＴＡ連合会母親委員会代表 

⑺ 寒河江市立陵東中学校長 

⑻ 寒河江市立陵南中学校長 

⑼ 寒河江市立陵西中学校長 

⑽ 寒河江市教育委員会教育長（以下「教育長」という。） 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から令和９年３月３１日までとする。 

（委員長） 



第５条 検討委員会に委員長を置く。 

２ 委員長は、教育長とする。 

３ 委員長は、会務を総理し、検討委員会を代表する。 

４ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、委員長があらかじめ

指名する委員が、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 検討委員会の会議は、委員長が招集し、議長となる。 

２ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、

意見を聴取することができる。 

３ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の

決するところによる。 

（議事録） 

第７条 検討委員会は、会議の終了後、遅滞なく、その議事録を作成する。 

（庶務） 

第８条 検討委員会に関する庶務は、寒河江市教育委員会学校教育課において行

う。 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、検討委員会の運営について必要な事項

は、委員長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 



 

R7 寒河江市中学校部活動改革の経過 

 

○寒河江市中学校部活動改革検討委員会 

・令和 7年 5月 20 日（火）15:00～ 寒河江市立図書館 

・令和 7年 7月 29 日（火）15:00～ 寒河江市立図書館 

・令和 7年 12月 17 日（水）15:00～ 寒河江市立図書館 

・令和 8年 2月 10 日（火）15:00～ 寒河江市文化センター 

 

○寒河江市立中学校の部活動改革に関わる検討会議 

・令和７年 5月９日（金）10:00～ 寒河江市役所 

・令和７年 7月 22日（火）10:00～ 寒河江市役所 

・令和７年 11月 19 日（水）14:00～ 寒河江市立陵東中学校 

・令和７年 12月 11 日（木）9:30～ 寒河江市役所 

・令和８年 1月 28日（水）15:00～ 寒河江市立図書館 

 

○寒河江市地域クラブ指導者等研修会 

・第１回 7月 26日(土) 寒河江市文化センター中公ホール 22人（13クラブ） 

・第２回 12月６日(土) 寒河江市民体育館  2人（2クラブ）総数 37人 

           ※寒河江市スポーツ少年団との共催 

 

○令和７年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業（地域スポーツクラブ活動への移

行に向けた実証事業）ならびに文化部活動改革（地域文化クラブ活動への移行に向け

た実証事業）の受託 

 契約期間：令和７年４月 1日～令和８年 2月６日 

 委託団体 １２団体 

スポーツ系 

・寒河江ベースボールクラブ ・寒河江市卓球連盟 ・寒河江市剣道連盟 

・寒河江 Jrバスケットボールクラブ ・アドバンテージ（ソフトテニス） 

・寒河江 SBC（女子ソフトボール） ・陵武会柔道スポーツ少年団（柔道） 

・ET ジュニア（陸上） ・崇武館寒河江支部（空手） 

・ノバリアクライミングクラブ  

文化系 

・寒河江市芸術文化協議会 ・陵東ウィンドオーケストラ（吹奏楽） 

 

○部活動総括コーディネーターの配置 

 ・山口 義博 氏 

  令和７年４月１日～令和８年 1月１６日 
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令和７年度寒河江市中学校部活動改革の成果と課題 

 

成果 

① 寒河江市中学校部活動改革検討委員会を 4回開催。 

部活動改革の進捗状況を確認し、具体的な連携に取り組むことができた。 

② 総括コーディネーターを配置。 

詳しい学校部活動の現状の把握をすることができた。地域クラブの聞き取り、休

日の活動の様子を把握することができた。 

詳細は別紙資料。 

③ 地域スポーツクラブ活動体制整備事業（地域スポーツクラブ活動への移行に向け

た実証事業）ならびに文化部活動改革（地域文化クラブ活動への移行に向けた実

証事業）の実施（以下「実証事業」という。） 

地域クラブの運営、現状等を把握することができた。部活動種目にない種目（空

手、スポーツクライミング）を紹介し、選択の幅を広げることができた。 

④ 地域クラブ指導者研修会を 2回開催。 

⑤ 市スポーツ少年団との共催での研修会を開催できた。 

指導者研修会の必要性の確認。 

⑥ 文化系の地域クラブの運営の事例。総合文化祭での、文化体験 DAYの開催。 

初めて文化系の地域クラブの運営を進めることができた。茶道体験教室や文化体

験 DAYの開催により、地域クラブ側も活動の必要性を感じることができた。 

⑦ 西村山部活動改革協議会の開催 

西村山地区部活動改革担当者が集まり各市町の進捗状況や課題等を持ち寄り、解

決方法を話し合うことができた。地域クラブ一覧表。指導者研修会のスタッフと

してのサポートを行うことができた。 

 

課題 

① 教育委員会と学校、関係団体とのさらなる連携と周知。（R６既出） 

検討委員会に出席する関係団体との具体的な活動の実施。スポーツ教室等の実施

等、お互いの活動を子どもたちの体験の機会の創出と結びつける。部活動の地域

展開では、子どもや大人高齢者や障害のある人も巻き込んだ地域での活動が求め

られている。 

② 実証事業を通してわかった実際の地域クラブの運営の難しさ。持続可能な運営。

（R６既出） 

指導者の確保。円滑に事務処理ができる専属の事務員の確保。会費の設定、受益者

負担への理解（会場使用料、消耗品、指導謝金等）、会場の確保、指導者の複数体

制等。 

③ 地域クラブ同士で話し合う場の設定。（仮）地域クラブ連絡協議会。（R６既出） 

地域クラブが抱える運営面や会計面の課題を互いに共有し、解決策を探る。互い

資料２ 



に情報交換行いクラブ運営に生かす。 

④ 寒河江市内の学校の施設利用について 

地域クラブの土日の活動が本格化し、利用団体が増え、既存の団体と日程が重な

ることが増えている。 

⑤ 地域クラブの認定制度について 

国から出された「部活動改革および地域クラブ活動の推進等に関する総合的なガ

イドライン」には、地域クラブの認定について記されている。 

 



令和８年度以降の部活動について 

（１）令和 7年 7月より学校部活動は平日に行う。休日は地域クラブで活動することを目指す。 

   地域クラブでは、複数の学校の生徒が参加することも見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）令和 7年 6月までは、部活動の活動時間を段階的に縮減し、7月以降は休日に部活動は行わない。 

 

※チームが県大会等へ進んだ場合には、休養日の扱いは、チームが解散するまで継続する。（吹奏楽部も同様の考え方） 

 

R4年度

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

休日の部活動は行わない

強化期間

木曜日も活動してよい（学校の判断で） 木曜日を休養日とする

強化期間を設けない土・日とも活動可 土・日いずれかを休養日とする　　

活動時間を延長してもよい 終了時刻の延長はしない

通常期間

　　　　　　　　　　　　　月曜日と木曜日を休養日とする

土・日いずれかを
休養日とする

月に1回以上は
土・日とも休養日とする

月に２回以上は
土・日とも休養日とする

Ｒ８年度 

の学年 

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 

高１ 中 2 中 2 中 3    

中３ 中 1 中 1 中 2 中 2 中 3  

中２   中 1 中 1 中 2 中２ 

中１     中 1 中 1 

休日の部活動は 

行わない。 
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令和8年度　寒河江市中学校部活動地域展開計画（案） ○:開始、実施　■：終了

R7 R8 R9

項　目 主担当 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7

会議の開催

1 検討委員会の開催 市教委 1 2 3 4 1

2 検討会議（各中学校長）＋コーディネーター 市教委 紙面 ① 2 3 4 紙面 2

3 地域クラブ情報交換（ヒヤリング） 市教委 ○ ○ ○ ○

4 R8年間計画 市教委 ■

5 検討委員会の委員選出 検討会議 ○

学校部活動に関すること・情報共有・条件整備

6 教員へ兼職兼業の説明（年度当初・随時） 市教委 ○ ○ ○ ○

7 部の適正数（廃部・休部・移行）検討 学校 ○ ○

8 生徒の部活動・地域クラブ加入状況 学校 ○

9 保護者・保護者会代表への説明 学校 ○

10 外部コーチへの説明 市教委 ○

11 関係団体への説明（市スポ協・スポ少等）随時 市教委

12 新入生オリエンテーションでの説明 市教委 ○

地域クラブ実証事業の開始

13 部活動総括コーディネーターの配置 市教委 ○ → → → → → → → → ■

14 地域クラブの実証事業の説明会 全 ○ →

15 地域クラブの実証事業実施 全 ○ → → → → → → → → ■

16 実証事業の文化系教室開催、文化活動体験DAY 全 ○ → → → ○

17 地域クラブ指導者研修会の開催 市教委 ○ ○

18 情報発信（指導者募集・チーム立ち上げ呼びかけ・新規教室のPR） 関係団体 ○ ○ ○ ○

19 情報発信の支援（さくら連絡網等　随時） 市教委

検証・改善・その他

20 西村山部活動改革協議会 ○ ○
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Ｒ８ 寒河江市中学校部活動地域展開に関わる年間計画（案） 

 

○（仮）寒河江市中学校部活動地域展開および地域クラブ活動推進委員会 

回 日時 会場 内容 

第 1回 5 月 11 日(月) 

15:00～ 

市文化セン

ター第１研

修室 

部活動改革の現在の状況について、

部活動改革年間計画について 等 

第 2回 7 月 29 日(水) 

15:00～ 

議会会議室 市内各中学校の各部活動の加入状

況について、実証事業について 

第 3回 11 月 25 日(水) 

15:00～ 

議会会議室 

 

実証事業の進捗状況について、委託

先の地域クラブからの報告 

第 4回 令和８年 2月 10日(水) 

15:00～ 

議会会議室 まとめ、次年度の計画 

 

○（仮）寒河江市立中学校の部活動地域展開に関する検討会議 

回 日時 会場 内容 

第 1 回 5 月８日（金） 

 

紙面開催 第 1 回検討委員会に向けた話し合

い。 

以降 

４回前後 

  検討委員会前に開催 

 

○寒河江市地域クラブ指導者等研修会 

・第 1 回 7 月 2５日（土） 午前中 会場は未定 

・第 2 回 1２月５日（土） 午前中 会場は未定 

 

○各関係団体あて説明会（随時） 
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№ 地域クラブ名 活動内容（種目） 代表者 連絡先 指導について 会費等 参加対象 活動日 主な活動場所 備考

1 寒河江ベースボールクラブ 軟式野球 山口　義博
080-5565-6891

（木村）
技術向上・各種大会参加 会費あり：１か月ごと

寒河江

中学生

（男女）

土曜日または日曜日

8:30-11:30

（試合日は計画による）

陵南中グラウンド・他

2 寒河江市卓球連盟 卓　球 高 林　  浩 090-6456-3336 技術向上・各種大会参加 会費あり：1回ごと

寒河江・西村山地

区中学生

（男女）

日曜：15:00-18:00
陵南中体育館

市民体育館

3
寒河江市剣道連盟

（少年クラブ）
剣　道 横井　真人

090-2360-5540

（横井）

技術向上・中体連参加

各種大会参加
会費あり：半期ごと

寒河江・西村山地

区中学生・その他

（男女）

木曜日 19:00-21:00

土曜日 原則午前中

寒南小体育館・三泉小体育館・他

市民体育館

4 アドバンテージ ソフトテニス 阿部　善弘
佐藤肇

090-9743-0922

技術向上

各種大会参加
会費あり：１か月ごと

寒河江・西村山地

区中学生

（男女）

月・水・金　19-21時

土日　３時間程度
市民体育館コート他

5
寒河江Ｊｒ

バスケットボールクラブ
バスケットボール 海野　耕二

090-2605-7372

(事務局・小野）

技術向上・中体連参加無

（部活動への協力）
会費あり：１か月ごと

寒河江・西村山地

区中学生

（男女）

土曜・日曜

9:00～12:00

市内中学校体育館・市民体育館

状況に応じ他地区施設

6 寒河江ＳＢＣ 女子ソフトボール 松田　光浩 090-1065-5258 技術向上・各種大会参加 会費あり：年会費

寒河江・西村山地

区中学生

（女子）

木曜：19:00～21:00

土曜または日曜午前
陵西中・陵南中

7 崇武館寒河江支部 空　手 佐藤　道幸 090-7060-3066
中体連参加無

各種大会参加有
会費あり：１か月ごと

中学生

（男女）

月・金　19:00-20:30

土曜or日曜 10-12時

フローラSAGAE

3F

8 寒河江西村山JAC 陸上競技 菅野　　功
080-1809-3933

阿部

技術向上・中体連参加

各種大会参加
会費あり：年会費

寒河江・西村山地

区

小・中学生

水・木：１８時～１９時

土：１５時～１６時３０分

醍醐小学校

柴橋小学校

大江中学校

9 ＥＴジュニア 陸上競技 金 子　 茂 090-2957-0277
中体連参加

各種大会参加
会費あり：１か月ごと

小中学生

（男女）

火・木 　 18-19時

水　5:30-6:30

土・日　1.5～2h程度

市民体育館

最上川ふるさと公園

10
ノバリア

クライミングクラブ

スポーツ

クライミング
安藤　克敏 0237-84-0207

技術向上・中体連参加無

各種大会参加（検討中）
会費あり：１か月ごと

幼小中

（男女）

土曜

16:00-18:00

ノバリア

クライミングジム

11
Bon・クラーズ

スポーツ少年団
複合種目 柴崎　美枝 090-3365-0804

複合種目・各種体験

ボランティア・リーダー育成
会費あり：年会費

幼小中高

（男女）

土曜　夜　or

日曜日午前中

（月4回程度）

活動に応じて

会場を変更

12 カルティーナかほく サッカー 奥山　英幸

0237-71-1111

河北町生涯学習課スポーツ

振興係

技術向上・各種大会参加 会費あり
河北町内

その他近隣市町村

平日（火・木）19：00～20：30

休日（土）9：00～11：00

河北中学校

冬季町内体育館

※大会等があれば参加の可能性

あり

河北町地域クラブ認定団体

13 北友会JUNIOR
バレーボール

（男・女一部）
井上　貴晴

0237-71-1111

河北町生涯学習課スポーツ

振興係

技術向上・各種大会参加 会費あり
河北町内

その他近隣市町村

土日いずれか１日

休日３時間

河北中学校

各小学校

※大会等があれば参加の可能性

あり

河北町地域クラブ認定団体

14 VC西村山 バレーボール 白田　豊
090-7070-5051(代表)

090-7061-6288(事務局)

中体連参加予定

技術向上・各種大会参加
入会金・月会費あり 西村山地区中学生

平日(火・木)：19：00～21：00

土日祝：9：00～12：00
西川町民体育館　ほか

15 大江ソフトボールクラブ ソフトボール 白田　恵太
090-2849-1483

（指導者：渡邉　智）
技術向上・各種大会参加 会費あり 西村山地区中学生

平日(火・金)：18：00～20：00

土：9：00～12：00

大江町総合体育施設

（野球場・陸上競技場）
指導者：渡邉　智

16 OSC-Jr.バド バドミントン 林　善美
TEL　090-1066-8188

FAX　0237-62-2963
中体連参加 会費あり

西村山小中学生

（男女）

火曜日19：00～20：30

土曜日09：00～11：30

木曜日19：00～20：00（中学生のみ）

大江町立本郷東小学校体育館

朝日町北部体育館　ほか
中体連への登録クラブ

西村山地区内の中学生受け入れ可能地域クラブ一覧　（２０２６年４月現在）
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令和８年度山形県運動部活動地域展開推進事業（平日も含めた地域展開等の加速化の

ための重点課題への対応）※実証事業の計画 

 

① 部活動総括コーディネーターの配置（市教育委員会主催） 

 ・山口 義博 氏（元寒河江市立陵南中学校長） 

 ・期  間：令和８年４月１日～令和９年 1 月１６日 

 ・勤務時間：平日１５日前後 9:00～12:00 を基本とする。 

       休日や夕方からの会議への参加もあり。 

       年間 560 時間以内 

 ・業務内容：中学校、関係団体、市教育委員会との効果的な連携を図り、中学校と

地域クラブとの連絡調整・指導助言を行うとともに、新たなスポーツ

環境を整備する。学校顧問と地域クラブの活動状況を把握し、連絡調

整を図る。地域クラブの運営状況を把握し、適切な運営ができるよう

にアドバイスをするなど。 

 

② 寒河江市地域クラブ指導者等研修会（市教育委員会主催） 

・日時：第１回 7 月 2５日(土) 8:30～12:30  

第 2 回 1２月５日(土) 8:30～12:30  

・会場：未定 

・内容：部活動改革について 

    地域クラブ間の情報交換 

    中学生の時期の栄養と休養のとり方について 

    ハラスメント、暴力等の禁止行為について  等 

 

③ 内容：令和８年度山形県運動部活動地域展開推進事業 

（平日も含めた地域展開等の加速化のための重点課題への対応）の 

 ・契約期間：令和８年４月 1 日～令和９年 1 月８日 

 ・団  体：１０団体（昨年度の事業を行ったクラブ） 

・寒河江ベースボールクラブ ・寒河江市卓球連盟 

・寒河江市剣道連盟   ・アドバンテージ（ソフトテニス） 

・寒河江 Jr バスケットボールクラブ 

・寒河江 SBC（ソフトボール） ・ET ジュニア（陸上） 

・陵武会柔道スポーツ少年団  ・崇武館寒河江支部（空手） 

・ノバリアクライミングクラブ（スポーツクライミング） 

 

※令和５～７年度は改革推進期間→令和８～１０年度は改革実行期間（前期） 

 

資料７ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寒河江市における部活動改革及び地域クラブ活動

に関する総合的なガイドライン（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年○月 

寒河江市教育委員会 
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はじめに 

 

学校部活動は、これまでスポーツや文化芸術に親しむ機会であると同時に、教科学習とは

異なる側面から生徒の個性を伸ばし、自己肯定感や社会性を育む「人間形成の場」として極

めて重要な役割を果たしてまいりました。学年を超えた絆や、目標に向かって努力する経験

は、子どもたちの生涯にわたる貴重な財産となります。学校部活動が果たしてきた役割は極

めて大きく、今後もその本質的な価値を大切にしていく必要があります。 

しかし、少子化による生徒数の減少で、単独校では活動の維持が困難な種目や活動が増え

ている等、従来の形を維持することが困難な状況です。また、持続可能な教育環境を守るた

めの教員の働き方改革も、更に進めていく必要があります。こうしたことから、この意義あ

る活動を未来へつなぐためには、学校という枠組みだけに頼るのではなく、地域クラブとい

う新たな活動主体と連携し、社会全体で子どもたちの育ちを支える仕組みへと進化させる必

要があります。 

本市においては、令和４年から部活動改革検討委員会を設置し、部活動の在り方や地域ク

ラブの活動について検討を重ね、部活動の地域展開を進めてきました。 

このような中、国では、令和7年12月に「部活動改革及び地域クラブ活動の推進等に関す

る総合的なガイドライン」を策定し、山形県では、令和8年3月に「山形県における部活動改

革及び地域クラブ活動に関する総合的なガイドライン」を策定しました。 

こうしたことを受けて、本市においても「部活動改革及び地域クラブ活動に関する総合的

なガイドライン」を定め、部活動の地域展開に取り組んでまいります。 

現在、市内では各種競技団体や芸術文化団体が活動を行っていますが、高齢化の進行や次

世代への継承が大きな課題となっています。一人ひとりの市民の皆様が、健康で明るく生き

生きと暮らせる「生涯スポーツ社会」の実現や芸術文化に関心を抱き活動に関わることで元

気なまちづくりの一翼を担うことは、地域社会の維持・活性化にもつながるものと考えま

す。部活動の地域展開は、学校や各種競技団体、芸術文化団体、そして地域の方々が一体と

なって進めていくことで、各種課題の解決にも資するものと思います。 

すべての生徒がそれぞれの希望に応じたスポーツ・芸術文化活動に取り組める環境の整

備・充実のため、そして、地域の宝である子どもたちの未来を、学校と地域の皆様と共に創

り上げていくため、本ガイドラインへのご理解とご協力をお願い申し上げます。 

 結びに、本ガイドラインの策定にあたり、ご協力を賜りました関係者の皆様に、深く感謝

申し上げます。 

 

令和８年５月 

寒河江市教育委員会教育長  佐藤 志津男 
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Ⅰ 部活動改革の理念・方向性 
 

 1 改革の理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  改革の方向性 

（１）  基本的方針 

 

（２） 改革期間及び取組方針（休日・平日） 

①改革期間 

 R8 R9 R10 R11 R12 R13 

 

 

 

     

 

 

 

     

 

②取組方針 

〇すべての生徒がそれぞれの希望に応じたスポーツ・文化芸術活動に主体的に参加

できる環境の構築 

〇教員の働き方改革の推進 

○ 寒河江市教育委員会（以下、「教育委員会」という。）が改革の責任主体とな

り、幅広い関係者の理解と協力の下、平日・休日を通した活動を包括的に企画・

調整し、西村山地域の実情等も考慮しつつ改革方針を決定の上、地域クラブ活動

の認定等を行い、着実に改革を進める。 

【休日】 

○ 教育委員会は改革実行期間内に、全ての学校部活動において地域展開を行い、持

続可能な地域クラブ活動を目指す。 

【平日】 

○ 教育委員会は改革実行期間の「前期」内に、これまでの取り組みを一層推進させ

るとともに、その幅を広げていく。中間評価の段階で改めて検証等を行い、更な

る改革を推進する。 
 

改革実行期間 

前期 後期 

目指す姿 

・ 子どもや大人、高齢者や障がい者等の参加・交流の促進 

・ 将来にわたり、スポーツ・文化芸術活動を楽しむ人の広がりや増加 

・ スポーツ・文化芸術活動を通じた人々のウェルビーイングの向上や地域社会の活性化 
 



 

2 

 

Ⅱ 地域クラブ活動 
 

１  地域クラブ活動の在り方 

・地域クラブ活動は、競技性や成果のみに偏重するのではなく、生徒が生涯にわた

ってスポーツや文化芸術活動を楽しむために必要な資質・能力等を育てることを

主な目的とするものであることに留意すること。 

・学校部活動と同様、地域クラブ活動は、あくまで生徒の自主的・自発的な参加に

より行われるものであることに留意すること。 

 

２  地域クラブ活動に関する認定制度 

（１）  定義・呼称 

○ 地域クラブ活動においては、学校部活動が担ってきた教育的意義を継承・発展

させつつ、地域全体で支えることによる新たな価値の創出についても意識した

活動とすること。 

○ 地域クラブ活動の具体的な実施形態や活動内容等は多様な形があり得るところ

であり、部活動改革の理念やスポーツ・文化芸術の役割や意義を踏まえて、そ

れぞれの競技や文化芸術活動等の実情等に応じた適切な形態等で実施するこ

と。 

＜学校部活動が担ってきた教育的意義の例＞ 

①スポーツ・文化芸術・科学等の楽しさや喜びを味わい、生涯にわたって豊かな活

動を継続する資質や能力を育てる。 
②体力の向上や健康の増進、感性・創造性・表現力の育成につながる。 

③自主性、協調性、責任感、連帯感などを育成する。 

④自己の力の確認、努力による達成感、充実感をもたらす。 

⑤互いに競い、励まし、協力する中で友情を深めるとともに、学級や学年を離れて

仲間や指導者と密接に触れ合うことにより学級内とは異なる人間関係の形成につ

ながる。 

＜地域クラブ活動において実現が期待される新たな価値の例＞ 

①生徒のニーズに応じた多種多様な体験（複数の競技種目等に取り組むマルチスポ

ーツや総合文化芸術、スポーツと文化芸術の融合、レクリエーション的な活動等

を含む。） 

②生徒の個性・得意分野等の尊重 

③学校等の垣根を越えた仲間とのつながり創出 

④地域の様々な人や幅広い世代との豊かな交流 

⑤適切な資質・能力を備えた指導者による良質な指導 

⑥学校段階にとらわれない継続的な活動（引退のない継続的な活動）及び地域クラ

ブ活動の指導者による一貫的な指導 等 

○ 本ガイドラインに示す認定要件及び認定手続等に基づき、中学校の部活動を継

承・発展させた生徒のスポーツ・文化芸術活動として認定した活動を「認定地域

クラブ活動」という。 
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（２）  認定要件 

教育委員会は、競技力向上を主目的としたチーム・スクール等との区別や質の担保

等の観点から、以下①～⑦の認定要件を満たす地域クラブ活動を「認定地域クラブ活

動」と認定する。 

 

①活動機会の保障 

○ 認定地域クラブ活動は、学校部活動が担ってきた教育的意義を継承・発展させた

活動であり、生徒が身近な地域で希望する活動に主体的に参加できるようにする

ことで、豊かで幅広い活動機会の保障に寄与するものであること。 

・生徒の自主的・主体的な参加による活動であり、競技性や成果のみに偏重するの

ではなく、生徒が継続的にスポーツ・文化芸術活動に親しむ機会を確保し、生涯

にわたってスポーツや文化芸術を楽しみ、豊かに関わるために必要な資質・能力

等を育てることを目指した活動であること。 

・教育委員会が定める対象区域内に居住する生徒を主な対象とした活動であるこ

と。なお、競技力強化等の観点から広域から生徒を集めることは認められない。 

・選抜等を行わず、参加を希望する生徒を広く受け入れること。 

②適切な休養日及び活動時間 

○ 本ガイドラインに沿った適切な活動時間や休養日が設定されていること 

休養日 
週当たり２日以上 

（休日のみ活動する場合は、原則、土日どちらかを休養日に設定） 

活動時間 
平日２時間程度以内、週休日等３時間程度以内 

週当たり11時間程度の範囲内 

長期休業中の

休養日 
ある程度長期の休養期間を設ける 

（連続した休養日の設定） 

・生徒の心身の成長に配慮して健康に生活を送れるよう、週当たり２日以上の休養

日を設け、１日の活動時間は、長くとも平日は２時間程度、休日は３時間程度と

し、週当たりの活動時間は 11時間程度の範囲内とすること。その上で、できるだ

け短時間で合理的かつ効率的・効果的な活動となっていること。※ 

※ 地域クラブ活動には多様な形態がある。例えば、週当たりの活動時間が 11 時間程度の範囲内

に収まり、かつ、週２日以上の休養日を設けたうえで、平日の活動を週３日以内に抑えつつ休

日に２日間連続して活動を行うなど、柔軟な対応を行うことも可能とする。 

・年間の活動計画（活動日、休養日及び参加予定大会の日等）や毎月の活動計画

（活動日時・場所、休養日及び大会参加日等）を策定し、公表していること。 

③参加費の適切な設定 

○ 競技種目等の特性等に応じて、地域クラブ活動を持続的・安定的に運営していく

ために必要な範囲で、可能な限り低廉な参加費等が設定されていること。 

○ 市や教育委員会が自ら運営団体・実施主体となり、「山形県における部活動改革

及び地域クラブ活動に関する総合的なガイドライン」（以下、「県ガイドライ

ン」という。）に示された認定要件に沿って地域クラブ活動を実施する場合（教

育委員会が事業者等に委託して地域クラブ活動を実施する場合も含む。）には、

当該地域クラブ活動は、認定を受けたものとみなし、これも「認定地域クラブ活

動」と呼ぶこととする。 
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④適切な指導体制 

○ 地域クラブ活動において指導や指導補助、見守り等を行う人材（以下「指導人材」

という。）が、暴言・暴力、ハラスメント、いじめ、無視等の行為は、許されな

い行為であることを理解し、自らこうした行為を行わないとともに、参加生徒同

士のこうした行為も許さないことを誓約すること。 

○ 教育委員会が定める研修を受講し、教育委員会に認定された指導人材が活動に携

わること。 

○ 持続的・安定的な活動を確保するとともに、事故や暴力・暴言等の不適切行為を

防止する観点から、原則として、複数の指導人材が活動に携わること。 

⑤適切な安全管理体制 

○ 生徒の発達段階や健康の状態、気温や湿度、暑さ指数（WBGT）等の環境を考慮の

うえ、適切な指導内容や活動時間、休息時間、水分補給の機会等を設定するとと

もに、活動場所の管理主体と連携した施設・設備・用具の点検等を行い、事故防

止を徹底すること。 

○ 教育委員会、地域クラブ活動の運営団体・実施主体、活動場所の管理主体等との

間で、あらかじめ、事故等が発生した場合の対応や責任関係等を明確化している

こと。 

○ 保護者や関係機関への緊急時の連絡体制の整備等を行い、事故発生時の対応を適

切に行うこと。 

○ 参加者及び指導人材が、自身の怪我等を保障する保険や個人賠償責任保険に加入

していること。 

⑥適切な運営体制 

○ 地域クラブ活動の実施主体等において、少なくとも、次の内容を含む規約等を作

成・公表していること。また、関係法令を遵守するとともに、規約等に基づき適

切な運営が行われていること。 

○ 公正かつ適切な会計処理が行われ、透明性を確保するために関係者に対する情報

開示が適切に行われていること。 

○ 営利を主たる目的とせずに運営すること。 

○ 大会・コンクールに参加する場合には、その運営に積極的に協力すること。 

⑦学校等との連携 

○ 地域クラブ活動の活動方針や指導方針、スケジュール等を教育委員会や生徒の在

籍する中学校と共有すること。 

○ 生徒の活動状況や活動実績等について、生徒の在籍する中学校と必要な情報を共

有するとともに、情報を適切に管理すること。 

○ 教育委員会が学校と連携して生徒・保護者等に対する情報提供等（小学校高学年

時の体験会、中学校入学時のオリエンテーション、アプリなどによる地域クラブ

活動の実施状況等の情報提供等）を円滑に行うことができるよう、必要な協力を

行うこと。 

○ 学校施設を活用する場合や希望する教職員による兼職兼業が行われる場合には、

円滑な実施のため、教育委員会や学校との必要な連絡調整を行うこと。 

 団体の目的 

 役員（代表、副代表、会計、監事等）の選任・解任に関すること 

 総会の運営など団体の意思決定に関すること 

 会員の入退会、参加費等に関すること 

 予算・決算の審議・承認に関すること 
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（３）  認定手続等 

①認定に当たっての留意事項 

○ 教育委員会は、平日・休日を通した活動を包括的に企画・調整した上で、部活動

の地域展開の方針を示す推進計画等を策定する。 

○ 推進計画等の策定に当たっては、教育委員会が、公立の中学校の生徒数や生徒の

ニーズ、活動場所となる施設の状況等の実情を踏まえ、認定する地域クラブ活動

の数や競技種目等を定めるとともに、以下の観点等を考慮し、各地域クラブ活動

の参加対象となる生徒の居住する対象区域を定める。 

・地域の子どもたちは地域で育てるという意識の下で地域の関係者が連携して活動

を支えること 

・生徒の所属する中学校との連携を図ること 

・活動場所への移動に過度な負担が生じないように配慮すること 

・充実した活動とするために競技種目等に応じて過多・過少な人数とならないよう

適切な参加人数の規模にすること 

○ 対象区域は、十分な参加人数を見込めない場合や生徒のニーズに応じた多種多様

な体験の機会を提供する活動の場合等には、市の他に西村山地区での広域連携の

取組を進め、原則として西村山地区内の市町とする。 

②認定手続 

○ 認定の申請は、地域クラブ活動の運営団体が各実施主体の申請をとりまとめて、

教育委員会に対し、申請書、誓約書、活動計画書、規約、その他教育委員会が必

要と認める書類等（以下、「申請書等」）を提出することにより行う。 

○ 認定の申請の際に提出を求める誓約書において、地域クラブ活動の実施主体等が、

申請書等に記載した内容に沿って活動を実施すること、申請内容のうち認定に係

る事項に変更が生じた場合は速やかに報告すること、教育委員会からの指導助言

等に対して真摯に対応することを誓約する項目を設ける。 

○ 教育委員会は、提出された申請書等に基づき、必要に応じてヒアリングや現地確

認等を行いつつ審査を行い、前記２（２）「認定要件」を満たすものと認める場

合には認定を行う。認定に当たっては、必要に応じて、部活動地域展開検討委員

会等の意見を聴くことも考えられる。 

③認定の有効期間 

○ 認定の有効期間は、最長３年間（認定の効力発生日の属する年度の翌々年度末

（認定の有効期間の更新がされた場合にあっては、従前の認定の有効期間の満了

日の翌日の属する年度の翌々年度末））とする。 

④指導助言等 

○ 教育委員会は、定期的な報告書の受領やヒアリング、現地確認等により、認定地

域クラブ活動の取組状況等を適宜把握し、誓約書に基づき、必要な指導助言等を

行う。 

○ 教育委員会は、認定地域クラブ活動が以下に該当する場合は、その実施主体等に

対し、必要な指導助言等を行う。 

・前記２（２）「認定要件」を欠くに至ったと認めるとき 

・法令又は規約等に違反していると認めるとき 

・運営が著しく適正を欠くと認めるとき 

○ 教育委員会は、認定地域クラブ活動が次のいずれかに該当するときは認定を取り

消す。 

○ 教育委員会は、認定地域クラブ活動が以下に該当する場合は、その実施主体等に
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対し、必要な指導助言等を行う。 

・不正な手段等により認定を受けたとき 

・指導助言等によっても、その改善を期待することができないとき 

・地域クラブ活動の実施主体等から認定取消の申出があったとき 

 

（４）  認定地域クラブ活動への対応 

①認定地域クラブ活動において期待される取組・体制等 

○ 教育委員会は、学校部活動が担ってきた教育的意義を継承・発展させつつ、次

のような新たな価値の創出に向けた取組を行うことが期待される。 

②想定される認定の効果（認定地域クラブ活動が享受できるメリット） 

○ 教育委員会は、地域クラブ活動に関する認定制度を設けることにより、安全・

安心な活動機会の提供や生徒・保護者等の関係者の理解促進等を図るとともに、

認定地域クラブ活動に対して、次の取組について、検討を進める。 

 

（５）  認定されていない地域クラブの取り扱い 

○ 教育委員会は、認定されていない地域クラブ活動においても、その運営団体・実

施主体において、中学校の生徒を対象としたスポーツ・文化芸術活動としての質

の担保等の観点から、認定要件に準じた活動を実施するよう周知すること。 

○ 活動時間・休養日の設定や、暴言・暴力・ハラスメント（性暴力等を含む。以下

・生徒のニーズに応じた多種多様な体験（一つの競技種目等だけに専念するので

なく複数の競技種目等に取り組むマルチスポーツや、一つのクラブにおける多

様な文化芸術活動の実施、スポーツと文化芸術の融合、レクリエーション的な

活動や柔軟なルール等に基づく多様な活動を含む） 

・生徒の個性・得意分野等の尊重 

・学校等の垣根を越えた仲間とのつながり創出 

・地域の様々な人や幅広い世代との豊かな交流 

・適切な資質・能力を備えた指導者による良質な指導 

・学校段階にとらわれない継続的な活動（引退のない継続的な活動）及び地域ク

ラブの指導者による一貫的な指導 

ア  教育委員会による情報提供 

・地域クラブ活動への参加促進のための学校と連携した生徒・保護者等に対す

るきめ細かな情報提供等（小学校高学年時の体験会、中学校入学時のオリエ

ンテーション、アプリなどによる地域クラブ活動の実施状況等の情報提供

等） 

イ  地域クラブ活動の運営等への公的支援 

・受益者負担と公的負担とのバランス等の費用負担の在り方を踏まえた財政支援 

・学校施設、公共スポーツ施設、社会教育施設等の優先利用、使用料の減免等 

・学校備品等の活用、用具の保管スペースの確保 

ウ 生徒の大会・コンクールへの円滑な参加 

・地方公共団体における大会開催地までの交通費・宿泊費の支援やスクールバ

スの活用（学校部活動参加生徒と同様に支援） 

・認定地域クラブ活動の参加者の中学校体育連盟・中学校文化連盟の主催大会

等への円滑な参加（必要に応じた大会参加規程の見直し（引率者の資格要件

等を含む。）） 
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同じ。）、いじめ等の不適切行為の防止、生徒の安全確保については、地域クラ

ブ活動の運営団体・実施主体に対して、適切な対応を徹底することを求める。 

 

３  地域展開の円滑な推進に当たっての対応 

（１）   地域クラブ活動の運営団体・実施主体による生徒が所属する中学校との連携 

・活動方針・活動状況等の共有に当たっては、ICT や既存の協議会等を活用するな

ど、学校の負担軽減に留意すること。 

・令和６年 12月に学習指導要領解説が改訂され、学校と地域クラブとの連携等に関

する記載が新設されていることにも留意すること。 

 

＜学習指導要領解説の一部改訂（令和６年 12 月）の概要＞ 

○ 学校と地域クラブとの連携等に関する記載の新設（中学校・特別支援学校（中学部）） 

 
 

（２）  関係団体等・民間企業との連携 

○ 教育委員会は、部活動改革を円滑に進めるために、幅広い関係団体等 （市スポー

ツ協会、市スポーツ少年団、市スポーツ推進委員会、総合型地域スポーツクラブ、

競技団体、市芸術文化協議会、社会教育施設、中学校体育連盟、中学校文化連盟、

地域学校協働本部等）、高校、民間企業と連携・協働しながら、一体となって取

り組むことが重要。 
 

※地域クラブ活動の実施に当たっては、体育館、公民館、コミュニティセンター、美術館等の社

会教育施設等との連携も重要。 

 

○ 教育委員会が課題解決のためにブカツ・サポート・コンソーシアムを活用する際

には、県教育委員会と協定締結していることから、県の担当に相談する。 

 

４ 各種課題への対応 

（１）  運営団体・実施主体の整備等 

○ 運営団体・実施主体においては、教育委員会による企画・調整の下、認定要件等

に則って、持続的・安定的に生徒のスポーツ・文化芸術活動の機会を提供するこ

とが求められるため、適切な運営体制の整備等を行うことが必要。教育委員会が

地域クラブ活動の位置付け（学校外の活動）や教育的意義等を明確化した上で、学校と地域

クラブとの連携等に関して、以下の内容を総則編及び保健体育編に明記。 

①学校と地域クラブ活動の運営団体・実施主体との間での活動方針等の共通理解を図ること。 

②特に、平日と休日で指導者が異なる場合、指導の一貫性を確保する観点から緊密に連携する

こと。 

③地域で実施されているスポーツ・文化芸術活動の内容等を生徒・保護者に周知すること。 

○ 運営団体・実施主体は、地域クラブ活動の活動方針・活動状況等を適切に中学校

に共有すること。特に、生徒が平日に学校部活動、休日に地域クラブ活動に参加

する場合には、指導の一貫性を確保する観点から緊密な連携を図ること。 

○ 運営団体・実施主体は、地域クラブ活動での学校施設の活用や従事を希望する教

員等の兼職兼業等を円滑に行うため、中学校と必要な連絡調整等を行うこと。 

○ 運営団体・実施主体は、地域クラブ活動への参加促進等のため、小学校や中学校

と連携しつつ、生徒・保護者に丁寧な情報提供等を行うこと。 
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運営団体・実施主体による地域クラブ活動の運営の状況等を把握しつつ、相談・

助言窓口等のサポート体制を整備するとともに、マネジメント等に関する研修機

会を確保するなど、持続的・安定的な運営に向けたサポートをきめ細かく行う。 

○ 運営団体については、各実施主体を統括するとともに運営・管理の中核を担う観

点から、組織体制の構築・強化、活動の維持・運営に必要な財源の確保（参加費

を含む。）等の財政基盤の整備、運営を担う人材の確保・育成、ICT 等を活用し

た連絡調整や会計等の運営業務の効率化、組織としての責任を明確にするための

法人格の取得等を進めることも考えられる。 
 

※国において作成予定の地域クラブ活動の創設・運営等に係るガイドブックも参照。 

 

（２）  指導者の確保・育成 

○ 地域クラブ活動を円滑に実施するためには、地域の多様な人材等から、質・量と

もに十分な指導者を確保することが不可欠である。教育委員会は、認定対象とす

る研修会の内容や実施方法を十分に検討するとともに、幅広い人材に協力が得ら

れる仕組みを整備する。また、デジタル技術を活用した遠隔指導やデジタル動画

を活用した自主学習も検討する。 

○ 学校部活動の地域展開に当たっては、活動内容の質的な向上も図る必要があり、

参加者が中学生等であることを踏まえた、適切な資質・能力を備え、保護者・生

徒等から信頼される指導者による良質な指導が行われることが重要となる。教育

委員会は、指導者が学び続けることのできる仕組みづくりや学校関係者と地域ク

ラブ関係者による合同研修会の開催等の環境整備を進める。 

○ 教育委員会は、指導者の確保に当たって、地域の多様な人材の発掘・マッチング

などを進めるとともに、指導を希望する教員等の兼職兼業を促進することも重要

となる。その際、指導者に対する適切な処遇の確保に努める。 

 

（３）  教師等の兼職兼業  

○ 教育委員会は、国が示す手引き等も参考としながら、地域クラブ活動での指導を

希望する教師等が、円滑に兼職兼業の許可を得られるよう、規程や運用の改善を

行う。教職員に対して、その内容についてわかりやすく説明をする。 

○ 教育委員会が兼職兼業の許可をする際には、教師等本人の意思を十分に確認、尊

重するとともに、勤務校における業務への影響の有無、教師等の健康への配慮な

ど、学校運営に支障がない場合に限り許可をする。 

○ 兼職兼業の許可を受けた教師は、地域クラブ活動における業務内容や労働時間、

自身の健康状態について教育委員会に報告等を行う。また、地域クラブ等での指

導の前に、事故等に備えた保険に加入する。 

○ 地域クラブ活動で指導を希望する教師が、休日の業務時間外において、無償また

は、交通費等の実費弁償の範囲内のみの支給で指導する場合は、教育委員会の兼

職兼業の許可は不要である。 

 

（４）  活動場所の確保 

○ 地域クラブ活動の活動場所として、学校施設をはじめ、社会教育施設や民間施設

等の様々な施設が活用されている。教育委員会は、生徒のスポーツ・文化芸術活

動の機会を確保するため、認定地域クラブ活動の活動場所の優先利用や使用料

減免等を行うとともに、活動を行う場所を十分に確保していくことに努める。 

○ 今後、地域クラブ活動の増加に対応していくためには、学校施設等の更なる利用
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の促進に加え、学校における働き方改革や地域の指導者の負担軽減の観点から、

教育委員会は、ICTの活用による予約システムの構築、指定管理者制度や業務委託

等、学校施設をはじめとした活動場所の効果的・効率的な管理等にも取り組むこ

とも検討する。 

○ 学校施設については、生徒の移動の便宜や用具の保管等の観点からも、学校教育

に支障のない限り、地域クラブ活動において優先して活用できるようにする。ま

た、生徒のみならず、地域住民を含めた幅広い利用等が可能となる地域の活動拠

点づくりにつなげていくことも考慮していく。 

 

（５）  活動場所への移動手段の確保 

○ 地域クラブ活動の活動場所が生徒の所属する中学校以外となる場合や、複数の中

学校の生徒が一体となって地域クラブ活動を実施する場合等においては、活動場

所への生徒の移動手段の確保が必要となる。教育委員会は、障がいのある生徒を

含め、地域クラブ活動に参加する生徒のニーズや事情等を十分に踏まえた対応を

検討する。 

○ 活動場所への移動手段の確保については、多くの生徒が集まりやすい活動場所の

確保との一体的な検討、スクールバスなどの既存の送迎車両の有効活用も検討し

ていく。 

 

（６） 生徒の安全・安心の確保 

①基本的な考え方 

 

※先般のスポーツ基本法改正において、暴力等の防止に関する規定 （第 29 条）が新設された

ことも踏まえながら、国、地方公共団体、関係団体等が一丸となって、必要な対策を進めて

いくことが必要。 

○ 地域クラブ活動は、学校部活動の教育的意義を継承・発展させながら、義務教

育段階の生徒に対してスポーツ・文化芸術活動の機会を提供する公的な性質を

有する活動であり、学校部活動と同様に、事故や、暴力・暴言・ハラスメン

ト、いじめ等の不適切行為の防止等を徹底するとともに、指導者・保護者・生

徒等への研修・普及啓発等を推進する等、関係者の共通理解を向上させ、生徒

が安全・安心に活動に取り組める環境を構築する。 

○ 基本的には、地域クラブ活動に関する認定制度及び指導者の登録制度を通じて

安全・安心の確保を図っていくこととなるが、これらの制度を効果的に運用す

るための環境整備等として、公益財団法人日本スポーツ協会等に設置された暴

力等に関する相談窓口の活用促進、教育委員会や地域クラブ活動の運営団体等

における相談窓口の整備などもあわせて進める。 

○ 地方公共団体や地域クラブ活動の運営団体・実施主体等との間で、事故等や不

適切行為が発生した場合の責任の所在を明確化した上で、発生時には、保護者

や生徒が在籍する中学校とも適切に連携しながら、迅速かつ丁寧に事後対応を

行うとともに、再発防止に向けて事案の分析や防止対策の強化等を行う。 

○ 怪我等への備えとして、生徒及び指導者に対し、自身の怪我等を補償する保険

や個人賠償責任保険への加入を徹底する。 
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②特に留意すべき事項 

○ 地域クラブ活動において、事故や、暴力・暴言・ハラスメント、いじめ等の不適

切行為の防止等の徹底、不審者、災害発生時等の対応については、学校の内外や

スポーツ・文化芸術や種目等の別を問わず、共通して取り組まれることが重要で

あること。 

○ 教育委員会は、暴力・暴言・ハラスメント、いじめ等の不適切行為の防止等につ

いて、指導者はもとより、保護者・生徒等に対する研修・普及啓発等も推進し、

関係者の共通理解の向上を図ること。特に、「運動部活動での指導のガイドライ

ン」（平成 25 年５月文部科学省）において示された、「肉体的、精神的な負荷

や厳しい指導」と「体罰等の許されない指導」の区別が十分に理解されるよう留

意すること。 

○ 教育委員会は、指導者に対して、自らが不適切行為を行わないことは当然のこと

として、生徒同士等における不適切行為を防止する役割も求めるよう指導する。

特に、生徒同士等の暴力やいじめ等の行為を防止する観点から、適切な集団づく

りや日頃からの生徒への目配りなどにも留意するよう指導する。 

○ 近年、スマートフォン・SNS 等の普及に伴い、生徒がトラブルや犯罪に加害者と

して関わってしまう可能性も大きくなっていることから、指導者は、人を傷つけ

る書き込みは人権侵害であり犯罪になることもあること、他人に損害を与えれば

損害賠償責任を負うこともあることにも留意すること。 

○ 暴力・暴言・ハラスメント、いじめ等の不適切行為は、閉鎖的な環境・人間関係

の下で発生しやすいことから、運営団体・実施主体は、複数の指導人材等が関わ

るなど開かれた活動環境の整備や、職員・指導者・生徒・保護者等によるコミュ

ニケーションの活性化等を通じた風通しの良い組織作りなどにも留意すること。 

○ 運営団体・実施主体は、事案発生時には、保護者や生徒が在籍する中学校とも適

切に連携しながら、被害を受けた生徒のケアを最優先に対応すること。個々の指

導者任せにせず、運営団体・実施主体において組織的な対応を行うこと。事案の

事実確認に当たっては、被害者、加害者、その他の関係者から丁寧に聞き取り等

の対応を行い、事案に応じた適切な対応を行うこと。 
 

※地域クラブ活動において事故等が発生した場合の賠償責任主体及び賠償制度・保険の取扱いにつ

いては、「部活動改革及び地域クラブ活動の推進等に関する総合的なガイドライン」（令和７年 

12 月 文部科学省）別冊資料②「部活動の地域展開等に関する参考資料」を参照。 

 

【参考】スポーツ基本法（令和７年度改正後）（抄） 

（暴力等の防止） 

第二十九条  国及び地方公共団体は、スポーツを行う者に対する、暴力、優越的な

関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたもの、性的

な言動（性的な姿態を撮影する行為等の処罰及び押収物に記録された性的な姿

態の影像に係る電磁的記録の消去等に関する法律（令和五年法律第六十七号）

第二条から第六条までの罪に当たる行為を含む。）、インターネット上の 誹謗

ひぼう中傷等（次項において「暴力等」という。）によりスポーツを行う者の

環境が害されることのないよう、必要な措置を講じなければならない。 

２ スポーツ団体は、その行う事業について、スポーツを行う者に対する暴力等に

よりスポーツを行う者の環境が害されることのないよう努めるものとする。 
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（７） 障がいのある生徒の活動機会の確保 

○ 教育委員会は、障がいの有無に関わらず、生徒が希望する活動を主体的に選択で

きる環境の整備を進めていくために、障がいがある生徒も地域クラブ活動に参加

することを想定して、「障がいのある方へのスポーツ指導・関わり方入門ハンド

ブック」（スポーツ庁）等を活用した指導者の資質・能力の向上を図る等、各種

の取組を進める。 

○ 指導者が指導に当たっての留意点等を把握し、障がいの特性に応じた配慮や工夫

を行うとともに、教育委員会は、多様な地域の関係者と連携し、障がいがある生

徒も参加できる安全・安心な活動を展開できるよう努める。 

○ 教育委員会は、学校部活動と地域クラブ活動で指導者や活動場所等が変わる場合

は、学校とは異なる環境においても生徒が安全・安心に活動できるよう、受入れ

側が生徒の障がいの状態や特性等への理解や学校側の協力などの連携体制を整備

する。 
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Ⅲ 学校部活動 
 

１  学校部活動の在り方 

 

平 日 ・希望する生徒の活動 

休 日 

・学校部活動は実施しない（中体連主催大会等への学校単位での参加を

除く） 

・希望する生徒は地域クラブ活動等に参加する 

 

２ 適切な運営のための体制整備 

（１）  学校部活動に関する方針等の策定等 

① 教育委員会は、県ガイドラインを参考に、「寒河江市における部活動改革及び地域

クラブ活動に関する方針」（以下、「本ガイドライン」という。）および「学校部

活動の総合的なガイドライン」（以下、「学校のガイドライン」という。）を策定

する。 

② 校長は、中学校おいて「学校のガイドライン」に則り、毎年度、「学校の部活動に

係る活動方針」（以下、「学校の方針」）を策定する。学校部活動顧問は、年間の

活動計画（活動日、活動時間、休養日及び参加予定大会日程等）及び活動実績（活

動日時、休養日及び大会参加日程等）を作成し、定期的に校長に提出する。 

③ 校長は、「学校の方針」及び活動計画等を学校のホームページへの掲載等により公

表する。 

 

（２）  指導・運営に係る体制の構築 

① 教育委員会は、各学校の生徒や教員の数、部活動指導員の配置状況や校務分担の実

態等を踏まえ、部活動指導員を任用して学校に配置する。 

② 校長は、学校部活動顧問の決定に当たっては、校務全体の効率的・効果的な実施に

鑑み、教員の他の校務分掌や、部活動指導員の配置状況を勘案した上で行うなど、

適切な校務分掌となるよう留意するとともに、外部指導者からの協力を得るなど、

学校全体としての適切な指導、運営及び管理に係る体制の構築を検討する。 

③ 校長は、定期的な活動計画及び活動実績の確認等により、各部の活動内容を把握し、

生徒が安全にスポーツ・文化芸術活動等を行い、教員の負担の度合いや、持続可能

な運営体制が整えられているか等について、適宜、指導・是正を行う。 

④ 校長は、学校部活動を適切に運営するために、学校部活動運営委員会（仮称）を設

置し、各部活動の取組みの確認や評価を行い、改善に努める。なお、学校部活動運

営委員会（仮称）は、学校の教職員のみならず、保護者、地域のスポーツ・文化芸

術関係者、地域医療関係者等も組織に加えるなどして、活動内容や活動時間、学校

生徒の自主的、自発的な参加により行われる部活動については、スポーツや文

化、科学等に親しませ、学習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養等、学校教育が目

指す資質・能力の育成に資するものであり、学校教育の一環として、教育課程との

関連が図られるよう留意すること。その際、学校や地域の実態に応じ、地域の人々

の協力、社会教育施設や社会教育関係団体等の各種団体との連携などの運営上の工

夫を行い、持続可能な運営体制が整えられるようにするものとする。（学習指導要

領より抜粋） 
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と保護者の連携及び学校と地域の連携などについて、理解や協力を求めるよう努め

ることが望ましい。 

⑤ 教育委員会及び校長は、教員の学校部活動への関与について、法令や「公立学校の

教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育

職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針」（令和７年文

部科学省告示第 114号）に基づき、業務改善及び勤務時間管理等を行う。 

⑥ 校長は、各部の運営では保護者等の理解と協力が重要であることから、スケジュー

ルや活動状況等の情報を常に共有し、信頼関係を深めるよう努める。各部活動の保

護者会等が設置されている場合は、運営主体、学校への支援体制及び会計責任等に

ついて保護者会等との役割を明確にし、共通理解を図るよう努める。 

 

３ 適切な指導及び安全・安心の確保 

(１) 暴力・暴言・ハラスメント・いじめ等の不適切行為の根絶 

○ 校長及び学校部活動顧問、部活動指導員、外部指導者（以下、「部活動の指導者」

という。）は、部活動の実施に当たっては、生徒の心身の健康管理（スポ―ツ障

がい・外傷の予防やバランスのとれた学校生活への配慮等を含む）、事故防止

（活動場所における施設・設備の点検や活動における安全対策等）に努めるとと

もに、体罰・暴言・暴力・行き過ぎた指導・ハラスメント、いじめ等の不適切行

為の根絶を徹底する。 

 目標や指導方針等の設定にあたっては、勝つことや優秀な成績を収めることの

みを目指すことのないよう、生徒が生涯にわたってスポーツ・文化芸術活動に

親しむ基礎を育むこと、発達の段階に応じた心身の成長を促すことに十分留意

する必要がある。また、そうした点について、生徒や保護者等にも丁寧に説明

し、理解を得ること。 

 国において作成する指導の手引き等に沿った対応を行うこと（それまでは、

「運動部活動での指導のガイドライン」（平成 25年５月文部科学省）沿った指

導を行うこと。）。特に、ガイドラインにおいて示された「肉体的、精神的な

負荷や厳しい指導」と「体罰等の許されない指導」の区別が、部活動の指導者

等はもとより、保護者・生徒等にも十分に理解されるようにすること。 

 部活動の指導者には、自らが不適切行為を行わないことは当然のこととして、

生徒同士等における不適切行為を防止する役割も求められる。特に、生徒同士

等の暴力やいじめ等の行為を防止する観点から、適切な集団づくりや日頃から

の生徒への目配りなどにも留意すること。 

 

（２） 合理的かつ効率的・効果的な活動の推進 

① 運動部活動の指導者は、スポーツ医・科学の見地から、トレーニング効果を得るた

めに休養を適切に取ることが必要であること、また、過度の練習がスポーツ障が

い・外傷のリスクを高め、必ずしも体力・運動能力の向上につながらないこと等を

正しく理解し、分野の特性等を踏まえた効率的・効果的なトレーニングの積極的な

導入等により、休養等を適切に取りつつ、短時間で効果が得られる指導を行う。 

② 文化部活動の指導者は、生徒のバランスの取れた健全な成長の確保の観点から休養

を適切に取ることが必要であること、また、過度の練習が生徒の心身に負担を与え、

文化部活動以外の様々な活動に参加する機会を妨げること等を正しく理解し、分野

の特性等を踏まえた効率的・効果的な練習・活動の積極的な導入等により、休養等

を適切に取りつつ、短時間で効果が得られる指導を行う。 
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４ 適切な部活動運営 

（１） 適切な活動時間・休養日の設定 

各学校の部活動の運営については、下記の点に留意し、適切に行うものとする。 

休養日 
参加する地域クラブ活動の状況に応じて週当たり平日１日以上の休

養日を設定し、週休日、休日は原則学校部活動は実施しない。 

活動時間 

長くとも、平日では２時間程度、学校の長期休業日では３時間程度

とし、競技種目や分野の特性等を踏まえ、できるだけ短時間に、合

理的でかつ効率的・効果的な活動を行う。 

長期休業中の

休養日 

・学期中に準じた扱いを行い、できる限り週休日に休養日を設定す

ることが望ましい。 

・学校部活動以外にも多様な活動を行うことができるよう、ある程

度長期の休養期間を設ける。 

・ある程度長期の休養期間後に活動を再開する場合には、生徒の身

体的な負担を考慮して、急激に再開せずに段階的に活動を始める

など、怪我の防止等に配慮する。 

始業前練習 禁止 

特別強化練習 禁止 

備考 
学校部活動で中体連主催大会に参加する場合は、本ガイドライン等

に沿って活動を行う。 

 

○ 教育委員会及び学校は、部活動における休養日及び活動時間について、成長期に

ある生徒が、教育課程内の活動、部活動、学校外の活動、その他の運動、食事、

休養及び睡眠のバランスのとれた生活を送ることができるよう、運動部活動にお

いては、スポーツ医・科学の観点からのジュニア期におけるスポーツ活動時間に

関する研究*1 も踏まえ、以下を基準として遵守する。文化部活動においても同様

とする。 
 

*１「スポーツ医・科学の観点からのジュニア期におけるスポーツ活動時間について（平成 29 年

12 月 18 日 公益財団法人日本体育協会※）において、研究等が競技レベルや活動場所を限定し

ているものではないことを踏まえた上で、「休養日を少なくとも１週間に１～２日設けること、

さらに、週当たりの活動時間における上限は、16 時間未満とすることが望ましい」ことが示さ

れている。 

※団体名称を「公益財団法人日本スポーツ協会」に変更（平成 30 年４月１日） 

 

○ 教育委員会は、２（１）①に掲げる「本ガイドライン」の策定に当たっては、上

記の基準を踏まえるとともに、県ガイドラインを参考に、休養日及び活動時間等

を設定し、明記する。また、各学校に対して、適宜、支援及び指導・是正を行う。 

○ 校長は、２（１）②に掲げる「学校の方針」の策定に当たっては、上記の基準を

踏まえるとともに、「本ガイドライン」及び「学校ガイドライン」に則り、各部

の休養日及び活動時間等を設定し公表する。また、各部の活動内容を把握し、適

宜、指導・是正を行う等、その運用を徹底する。 
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※令和６年 12 月に学習指導要領解説が改訂され、部活動の位置づけの明確化及び部活動における多

様な生徒・ニーズへの配慮についての記載が行われていることにも留意すること。 

 

＜学習指導要領解説の一部改訂（令和６年  12  月）の概要＞ 

（中学校・高等学校・特別支援学校） 

○ 部活動の現状の位置付けの明確化 
部活動は、法令上の義務として実施されるものではないことから学校の判断により実

施しないこともあり、また、全ての生徒が一律に加入しなければならないものではな   
く、生徒の自主的・自発的な参加により行われるものであることにも留意すべき旨を総
則編及び保健体育編に明記。 

○ 部活動における多様な生徒・ニーズへの配慮 
運動部の活動における留意事項として、以下の内容を保健体育編に明記。 

① レクリエーション志向の生徒や、運動が苦手な生徒、障がいのある生徒など、どの生

徒でも参加しやすい活動内容や活動時間等としたりするなどの工夫を実施すること。 

② 複数のスポーツや文化・科学分野等の様々な活動も含めて幅広く経験できるよう配慮

すること。 
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Ⅳ 大会・コンクールの参加等について 
 

１ 生徒の大会等の参加機会の確保 

○ 教育委員会は、地域クラブ活動等も参加きる大会等に対して、補助金や後援名

義、学校や公共の体育・スポーツ施設、文化施設の貸与等の支援の在り方の見

直しを検討する。 

○ 地域クラブ活動の位置付け（学校部活動の教育的意義を継承・発展させなが

ら、義務教育段階の生徒に対してスポーツ・文化芸術活動の機会を提供する公

的な性質を有する活動）を踏まえ、平日の大会等に参加する生徒について、学

校部活動から参加する場合のみならず、地域クラブ活動から参加する場合も、

学校を出席扱いとできるよう検討する。 

 

２  大会等への参加の引率や運営に係る体制の整備 

（１） 大会等への参加の引率 

【部活動】 

○ 教育委員会及び校長は、教員が引率業務を行う際には、週休日の振替等を適切

に実施するなど、教員の負担が過度とならないよう配慮すること。また、教員

以外（部活動指導員）の者が引率業務を担うことや当該校の指導者等が行うこ

とが原則である生徒の引率について、学校の諸事情によりできない場合、教育

委員会等の責任のもと他校教員等の生徒引率を認めることも考えられる。 

【認定地域クラブ・地域クラブ活動】 

○ 認定地域クラブ活動等における大会等の引率は、実施主体の指導者等が行うこ

ととし、大会等の主催者はその旨を大会等の規定として整備し、運用する。 

（２） 大会等運営への従事 

① 教育委員会や校長は、大会運営に従事する教員等の服務上の扱いの明確化や兼職

兼業の許可について、適切な服務監督を行う。地域クラブ活動の運営団体・実施

主体は、当該団体等の規定等に基づき、必要に応じて大会運営に従事する指導者

の兼職兼業等の適切な勤務管理を行う。 

② 教育委員会や校長は、スポーツ・文化芸術団体の役員等として日頃から当該団体

等の活動に従事している教員等を含め、教員等が実費弁済の範囲を超えて報酬を

得て大会運営に従事することを希望する場合は、兼職兼業の許可を含めた適切な

勤務管理を行う。この際、学校における業務への影響の有無、教員等の健康への

配慮から、学校での職務負担や大会運営に従事する日数等を確認した上で、兼職

兼業等の許可の判断を行う。 
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Ⅴ 学校部活動及び地域クラブ活動等における事故防止について 
 

スポーツ活動はもとより、文化芸術活動にも、運動を伴う活動や野外活動、ボランテ

ィア活動などが含まれ、活動内容が多岐に渡っている。活動内容によっては、事故防止

について十分配慮する必要があるとともに、生徒の体調の急変等に対応しなくてはなら

ない場合が考えられるので留意して活動すること。 

 

１  活動前における留意事項 

（１） 連絡体制の整備と健康状態の把握 

○ 学校及び地域クラブ活動の運営主体・実施主体（以下、「学校及び地域クラブ活

動」という。）は、各々の管理下において事故が発生した場合に備え、危機管理

マニュアル（活動中の事故を含む）を確立し平素から各指導者・生徒・学校及び

地域クラブとともに共通理解が図られるようにする。 

○ 学校及び地域クラブ活動は、各指導者に対し、生徒の既往症（心臓疾患やアレル

ギーの有無等）を事前に把握し、万一の際の対処法を生徒本人及び保護者等と確

認しておくよう指導する。 

○ 指導者は、活動前に生徒の体調確認を行うなど、事前の事故防止を徹底する。 

※参照１：事故発生時の連絡体制  

参照２：心停止に対する応急手当 

（２） 安全点検 

○ 学校及び地域クラブ活動は、指導者に対し、活動場所、設備、備品及び用具等の

安全点検について、日常的に行うよう指導する。 

○ 学校及び地域クラブ活動は、各指導者に対し、ＡＥＤの設置場所を確実に把握す

るように指導するとともに、ＡＥＤの使用方法については、各指導者を積極的に

研修会に参加させたり、講師を招聘しての指導者研修会を開催したりするなどし

て、各指導者が確実に使用できるように努める。 

（３） 活動中における配慮すべき事項 

○ 体調の確認と円滑なコミュニケーション 

 指導者は、活動中にも生徒の体調確認を行うとともに、生徒が体調不良の際に

は、自らすぐに申し出ることができるよう、生徒と円滑なコミュニケーション

を図っておく。 

○ 生徒自身の管理 

 指導者は、生徒に対し、自ら事故や熱中症等を回避することができるよう指導す

る。 

 

２  天候等を考慮した指導 

（１）  活動時における生徒の安全確保 

学校及び地域クラブ活動は、各指導者に対し、活動時の気象情報には十分留意させ、

下記の点について指導する。 

① 低体温症 

雨天時等にやむを得ず活動する場合は、生徒の衣服が濡れたままで長時間活動する

などして、低体温症になることのないよう、健康状態に十分注意する。 
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② 雷・暴風雨 

雷や暴風雨の際には、活動の中止や中断の判断を的確に行う。 

【落雷発生時】  ※学校における危機管理の手引き  学校安全編（H22.11）） 

 

【落雷発生時の留意事項】 

※参照３：落雷基礎知識 

 

（２）  大会等における生徒の安全確保 

○ 大会等の主催者は、天候不順等により大会日程が過密になった場合は、大会等を

最後まで実施することのみを重視することなく、試合数の調整や、途中で大会等

を打ち切るなど、生徒の体調管理を最優先に対応する。 

 

３  熱中症対策の留意事項 

○ 熱中症特別警戒アラートが発表された場合（前日14:00時点）は、原則、活動（外

部施設での練習や練習試合を含む）は行わないこと。但し、大会やコンクールな

どへの参加については、会場等にエアコンの設置などの環境整備がなされ、かつ、

会場等まで全ての児童生徒を暑さ対策が十分な方法で送迎できるなど、熱中症対

策が徹底されていることなどを総合的に勘案し、教育委員会が認めることができ

る。 

○ 熱中症警戒アラートが発表されている場合（前日 17:00、当日 5:00 発表）は、

対応ガイドライン 

事

前 

○ 関係者は、児童生徒等の安全を最優先することを十分に共通理解する。 

○ 当日の活動は、余裕をもったスケジュールを組む。 

○ 活動の中止決定の手順、避難場所、避難方法・誘導手順を明確にしておく。 

○ 前日に、当日の気象予報（天気予報、気象警報・注意報、気圧配置、前線の

有無、竜巻情報等）を確認し、対応の想定を行う。 

当

日 

①朝、気象予報を確認するとともに、落雷・突風等が想定される場合は、定期的

に気象情報を入手し、関係者に情報を提供する。 

②絶えず雷鳴や空模様に注意する。雷注意報発令の有無にかかわらず、雷鳴が聞

こえたり、雷雲が近づく様子があったりする場合は、直ちに活動を中止する。

雷鳴が遠くかすかに聞こえる時も、落雷する危険信号と考えて直ちに活動を中

止する。 

③避難は、近くの建物、自動車、バスの中など、安全な空間に入る。周囲に建物

などがない場合は、足を閉じてしゃがみ、身を低くする。 

④雷雲が遠ざかって、２０分以上が経過してから屋外に出る。 
※気象庁のホームページにおいて、詳細な地域分布と１時間先まで１０分ごとの予報を確認でき

る「レーダー・ナウキャスト（降水・雷・竜巻）」を活用 

・自動車､バス､列車､鉄筋コンクリート建築の内部は安全である。その際､建物や車両

の壁､電気製品の近くから離れる。 

・テントやトタン屋根の仮小屋は危険である。 

・周囲に建物などがない場合は、足を閉じてしゃがみ、身を低くする。 

・高い木には落雷しやすいので、４ｍ以内には近づかないこと。人間は、木よりも電

気が通りやすいので、木から人間に雷が飛び込む「側撃」という現象が起こる危険

がある。 
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活動の中止を前提に慎重に判断すること。 

○ 暑さ指数31℃以上で運動は原則中止とする。28℃以上で厳重警戒（激しい運動は

中止）の場合は、活動内容の変更、個々の健康観察、こまめな休憩時間の取得、

水分・塩分の補給等の健康管理を徹底すること。 

○ 単に暑さ指数によらず、天気予報を含め活動場所の気象状況により、児童生徒の

安全が少しでも危惧される場合は、躊躇なく活動を延期すること（暑さ指数が高

くなくとも熱中症のリスクがある）。 

○ 午前から午後にかけての活動等、時間の経過とともに暑さ指数の上昇が想定され

る場合には、気象状況や児童生徒の活動状況も踏まえ、活動の中止や変更を行う

こと（事故発生前の判断）。 

○ 活動終了後のクーリングダウンと健康観察を徹底すること。 

○ 活動の移動時における熱中症リスクについても、引き続き十分に考慮すること。 

○ 気温が高くなり始める頃（４月下旬～５月下旬）には、28℃以下でも発症する可

能性があるため、早い時期から暑さになれるよう順化期間を設ける等、暑さに

徐々にならしていく暑熱順化も行う。 

○ 大会等の主催者は、参加する生徒の健康と安全を守るため、大会等の開催時期に

ついて、夏季であれば空調設備の整った施設を会場として確保し、そのような環

境を確保できない場合には、開催時期や競技を実施する時間帯を変更するなど、

十分な安全対策を行う。 

○ 大会等の主催者は、夏季以外の季節であっても気温や湿度の高い日が少なくない

ことから、各種目・部門の特性等を踏まえ、中学校の生徒向けの大会等の開催が

可能な環境基準として、例えば、気温や湿度、暑さ指数（WBGT） 等の客観的な数

値を示す。 

※参照４：熱中症予防の原則 

参照５：熱中症対応フロー 

 

４  クマ等対策の留意事項 

○ 教育委員会は、学校、保護者、地域や関係機関と連携して通学路等の安全確保を

図ること。 

○ 学校及び地域クラブ活動は、十分な安全が確保できない場合には、活動を延期

または中止すること。 

○ 学校及び地域クラブ活動は、活動場所において、クマ等が出没した場合には、

110 番通報し、避難・誘導等により、子どもの安全を守る共通理解を図ること。 

○ 学校及び地域クラブ活動は、出没情報がある場所での活動等を避けること。 

○ 学校及び地域クラブ活動は、出没が予想される場合には、活動場所や活動時間

に配慮すること。 

○ 大会等の主催者は、大会等実施中に会場内にクマが出没した際には、110 番通報

し、避難・誘導等により、生徒等の安全を最優先に確保すること 
※参照６：クマ出没注意報発令 
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（参照１）事故発生時の連絡体制 

 

 

（参照２） 
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（参照３）落雷基礎知識 

※日本大気電気学会ホームページより抜粋 

 

（参照４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①雷は高いところへ落ちる！ 

・平地で立った人と、低姿勢の人が並んでいた場合は、立った人へ落ちるとほぼ断定できる。万が一

の場合は、姿勢を低く。 

②林や森の中も危険！ 

・木の下は、木への落雷による側撃雷の危険性が高い。 

③高い物体のそばは安全？ 

・建物や車など周囲に何もないところでは、コンクリート製の電柱のそばが安全といえる。物体が電気

の伝導体で完全設置されていれば、そのそばの安全性は高い。 
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（参照５） 

 
 

（参照６）  クマ出没注意報発令（山形県環境エネルギー部・令和７年５月８日）チラシ 

 

※ 県ホームページ「クマに関する情報」（目撃件数、クマ目撃マップ、人身事故一覧等）は 

『山形クマ』で検索願います。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校部活動の総合的な 
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１ 学校部活動の意義及び学校教育における位置付け 

（１）学校部活動の教育的意義と「生きる力」の育成 

学校における部活動（以下、「学校部活動」という。）は、生徒が興味・関心に基づき

自主的・自発的に取り組む学校教育の一環である。異年齢交流や教員・指導者との関わり

の中で、責任感や連帯感を養い、好ましい人間関係を構築する場となる。また、目標に向

かって協力し合う経験は、自己肯定感を高め、豊かな人間性や「生きる力」の糧となる。

このように、生徒の健全な成長を促す上で、学校部活動には極めて大きな教育的意義があ

る。 

 

（２）個性の伸長と生涯にわたる活動基盤の構築 

学校部活動は、各教科での学びを深化・発展させる自己表現の場であり、生徒一人ひと

りの素質や個性を伸ばす役割を担う。共通の目的を持つ仲間との活動を通じて、自ら考え

行動する「自主性」や、他者と協調し切磋琢磨する「社会性」を養う貴重な機会でもあ

る。ここで培われる資質・能力は、本市の競技スポーツや芸術文化振興の基盤となるとと

もに、生涯にわたってスポーツや文化芸術に親しみ、心身の健康を保持増進するための基

礎となる。 

 

（３）学校教育における適切な運営と組織的対応 

学校教育が目指す姿を実現するため、勝利至上主義に陥ることなく、心身の健全な発達

を優先したバランスの良い指導・運営を行う。実施にあたっては、全教職員がその意義を

共有し、学校部活動顧問、部活動指導員※1、外部指導者（以下、「学校部活動の指導者」

という。）が相互に連携する組織的な体制を構築する。あわせて、家庭や地域との積極的

な情報共有を図り、地域に信頼される持続可能な活動環境を整える。 

※１ 部活動指導員は、校長の指導を受け、顧問との連携し、校内における実技指導を行うことができる。 

 

２ ガイドライン策定の趣旨 

学校部活動は、生徒の自主性を育み、豊かな人間関係を構築する重要な教育活動であ

る。しかし近年、少子化による部員不足や活動維持の困難、活動の過熱化による生徒の

心身への負担、そして教員の多忙化など、持続可能性を揺るがす深刻な課題に直面して

いる。 

特に運動部においては、過度な活動による負傷やバーンアウト（燃え尽き症候群）の

リスクが指摘されている。また文化部においても、地域行事への参加や他部の応援に伴

う活動の長時間化、休養日の不足が課題となっている。 

こうした状況を背景に、国および山形県が策定した各種ガイドラインを参酌し、本市

においても生徒の心身の健康保持と、持続可能な活動環境の構築を目的として、平成 31

年以降順次指針を整備してきた。この度、これらを取りまとめ、時代の要請に即した適

切な運営体制を確立するため、令和８年○月に「学校部活動の総合的なガイドライン」

（以下「本ガイドライン」という）を策定したものである。 
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３ 学校部活動の体制等に関するガイドライン 

（１）本ガイドラインの扱い 

本ガイドラインは、本市内の中学校を対象とする。 

なお、本ガイドラインでの基本的な考え方は、各学校の教育目標や教育課程における

特色等に応じた多様な教育が行われていることを尊重する。 

 

（２）適切な運営のための体制整備 

①学校部活動に関する方針等の策定等 

・ 校長は、中学校おいて本ガイドラインに則り、毎年度、「学校の部活動に係る活動

方針」（以下、「学校の方針」）を策定する。学校部活動顧問は、年間の活動計画

（活動日、活動時間、休養日及び参加予定大会日程等）及び活動実績（活動日時、

休養日及び大会参加日程等）を作成し、定期的に校長に提出する。 

・ 校長は、「学校の方針」及び活動計画等を学校のホームページへの掲載等により公

表する。 

②指導・運営に係る体制の構築 

・ 寒河江市教育委員会（以下、「市教育委員会」という。）は、各学校の生徒や教員

の数、学校部活動指導員の配置状況や校務分担の実態等を踏まえ、学校部活動指導

員を任用して学校に配置する。 

・ 校長は、学校部活動顧問の決定に当たっては、公務全体の効率的・効果的な実施に

鑑み、教員の他の校務分掌や、学校部活動指導員の配置状況を勘案した上で行うな

ど、適切な校務分掌となるよう留意するとともに、外部指導者からの協力を得るな

ど、学校全体としての適切な指導、運営及び管理に係る体制の構築を検討する。 

・ 校長は、定期的な活動計画及び活動実績の確認等により、各部の活動内容を把握

し、生徒が安全にスポーツ・文化芸術活動等を行い、教員の負担の度合いや、持続

可能な運営体制が整えられているか等について、適宜、指導・是正を行う。 

・ 校長は、学校部活動を適切に運営するために、学校部活動運営委員会（仮称）を設

置し、各部活動の取組みの確認や評価を行い、改善に努める。なお、学校部活動運

営委員会（仮称）は、学校の教職員のみならず、保護者、地域のスポーツ・文化芸

術関係者、地域医療関係者等も組織に加えるなどして、活動内容や活動時間、学校

と保護者の連携及び学校と地域の連携などについて、理解や協力を求めるよう努め

ることが望ましい。 

・ 市教育委員会及び校長は、教員の学校部活動への関与について、法令や「公立学校

の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教

育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針」（令和７年

文部科学省告示第 114 号）に基づき、業務改善及び勤務時間管理等を行う。 

・ 校長は、各部の運営では保護者等の理解と協力が重要であることから、スケジュー

ルや活動状況等の情報を常に共有し、信頼関係を深めるよう努める。 

・ 各部活動の保護者会等が設置されている場合は、運営主体、学校への支援体制及び

会計責任等について保護者会等との役割を明確にし、共通理解を図るよう努める。 
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（３）適切な指導及び安全・安心の確保 

① 暴力・暴言・ハラスメント・いじめ等の不適切行為の根絶 

・ 校長及び部活動の指導者は、部活動の実施に当たっては、生徒の心身の健康管理

（スポ―ツ障がい・外傷の予防やバランスのとれた学校生活への配慮等を含む）、

事故防止（活動場所における施設・設備の点検や活動における安全対策等）に努め

るとともに、体罰・暴言・暴力・行き過ぎた指導・ハラスメント、いじめ等の不適

切行為の根絶を徹底すること。 

・ 目標や指導方針等の設定にあたっては、勝つことや優秀な成績を収めることのみを

目指すことのないよう、生徒が生涯にわたってスポーツ・文化芸術活動に親しむ基

礎を育むこと、発達の段階に応じた心身の成長を促すことに十分留意する必要があ

る。また、そうした点について、生徒や保護者等にも丁寧に説明し、理解を得るこ

と。 

・ 国において作成する指導の手引き等に沿った対応を行うこと（それまでは、「運動

部活動での指導のガイドライン」（平成25年5月文部科学省）沿った指導を行うこ

と。）。特に、ガイドラインにおいて示された「肉体的、精神的な負荷や厳しい指

導」と「体罰等の許されない指導」の区別が、部活動の指導者等はもとより、保護

者・生徒等にも十分に理解されるようにすること。 

・ 部活動の指導者には、自らが不適切行為を行わないことは当然のこととして、生徒

同士等における不適切行為を防止する役割も求められる。特に、生徒同士等の暴力

やいじめ等の行為を防止する観点から、適切な集団づくりや日頃からの生徒への目

配りなどにも留意すること。 

②合理的かつ効率的・効果的な活動の推進 

・ 運動部活動の指導者は、スポーツ医・科学の見地から、トレーニング効果を得るた

めに休養を適切に取ることが必要であること、また、過度の練習がスポーツ障が

い・外傷のリスクを高め、必ずしも体力・運動能力の向上につながらないこと等を

正しく理解し、分野の特性等を踏まえた効率的・効果的なトレーニングの積極的な

導入等により、休養等を適切に取りつつ、短時間で効果が得られる指導を行う。 

・ 文化部活動の指導者は、生徒のバランスの取れた健全な成長の確保の観点から休養

を適切に取ることが必要であること、また、過度の練習が生徒の心身に負担を与

え、文化部活動以外の様々な活動に参加する機会を妨げること等を正しく理解し、

分野の特性等を踏まえた効率的・効果的な練習・活動の積極的な導入等により、休

養等を適切に取りつつ、短時間で効果が得られる指導を行う。 

 

（４）適切な部活動運営 

①適切な活動時間・休養日の設定 

各学校の部活動の運営については、下記の点に留意し、適切に行うものとする。 
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休養日  

 

参加する地域クラブ活動の状況に応じて週当たり平日１日以上の

休養日を設定し、週休日、休日は原則学校部活動は実施しない。 

活動時間 長くとも、平日では２時間程度、学校の長期休業日では３時間程

度とし、競技種目や分野の特性等を踏まえ、できるだけ短時間

に、合理的でかつ効率的・効果的な活動を行う。 

長期休業中の

休養日 

・ 学期中に準じた扱いを行い、できる限り週休日に休養日を設定

することが望ましい。 

・ 学校部活動以外にも多様な活動を行うことができるよう、ある

程度長期の休養期間を設ける。 

・ ある程度長期の休養期間後に活動を再開する場合には、生徒の

身体的な負担を考慮して、急激に再開せずに段階的に活動を始

めるなど、怪我の防止等に配慮する。 

始業前練習 禁止 

特別強化練習 禁止 

備考 学校部活動で中体連主催大会に参加する場合は、本ガイドライン

等に沿って活動を行う。 

 

・ 学校は、学校部活動における休養日及び活動時間について、成長期にある生徒が、

教育課程内の活動、学校部活動、学校外の活動、その他の運動、食事、休養及び睡

眠のバランスのとれた生活を送ることができるよう、運動部活動においては、スポ

ーツ医・科学の観点からのジュニア期におけるスポーツ活動時間に関する研究*1 も

踏まえ、以下を基準として遵守する。文化部活動においても同様とする。 
 
*１「スポーツ医・科学の観点からのジュニア期におけるスポーツ活動時間について 
（平成 29 年 12 月 18 日  公益財団法人日本体育協会※）において、研究等が競技レベルや活動場
所を限定しているものではないことを踏まえた上で、「休養日を少なくとも１週間に１～２日設ける
こと、さらに、週当たりの活動時間における上限は、16 時間未満とすることが望ましい」ことが示
されている。 
※団体名称を「公益財団法人日本スポーツ協会」に変更（平成 30 年４月１日） 
 

・ 校長は、３（１）②に掲げる「学校の方針」の策定に当たっては、上記の基準を踏ま

えるとともに、「本ガイドライン」に則り、各部の休養日及び活動時間等を設定し公

表する。また、各部の活動内容を把握し、適宜、指導・是正を行う等、その運用を徹

底する。  
 
※令和６年 12 月に学習指導要領解説が改訂され、部活動の位置づけの明確化及び部活動における多様
な生徒・ニーズへの配慮についての記載が行われていることにも留意すること。 
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（５）スポーツ・文化芸術等の活動環境、生徒のニーズを踏まえた環境の整備 

① 生徒のニーズを踏まえた環境 

生徒のスポーツ・芸術文化活動に関するニーズは体力・能力・技能の向上以外に

も、友達と楽しめることや、適度な頻度で行えること等、多様である。また、学校規

模によっては、活動したい学校部活動が存在しないなどの課題もある。 

市教育委員会は、少子化に伴い、部員数が少なく円滑な実施が困難な学校部活動の

場合を含め、生徒のスポーツ・文化芸術活動の機会が損なわれることがないよう、実

態に応じた対応ができるよう努める。 

② 地域との連携等 

市教育委員会は、生徒のスポーツ・文化芸術等の活動環境の充実の観点から、学校

や地域の実態に応じて、地域の人々の協力や市スポーツ協会や市スポーツ少年団、市

スポーツ推進委員会、総合型地域スポーツクラブ、各種競技団体等、市芸術文化協議

会、各種芸術文化関係団体、社会教育関係団体等の各種団体との連携を密にし、市民

体育館、地区公民館、市文化センターなどの社会教育施設や文化施設の活用を図りな

がら、学校と地域が協働、連携した形での地域におけるスポーツ・芸術文化等の活動

環境の整備を進める。主に地域クラブの活動を軸にして、地域において、生徒の健全

育成を図る。 

 

４ 学校及び部活動顧問等の役割 

（１）活動目標及び活動計画の作成 

学校部活動は、生涯にわたるスポーツ・文化芸術活動への親和性を高め、心身の調

和のとれた成長を促す上で極めて意義深いものである。 

計画の作成に当たっては、生徒の自主的・自発的な参加を前提とし、学校部活動の

指導者の一方的な方針に偏ることなく、生徒の意見やニーズを適切に反映させなけれ

ばならない。 

＜学習指導要領解説の一部改訂（令和６年 12 月）の概要＞ 

（中学校・高等学校・特別支援学校） 

○ 部活動の現状の位置付けの明確化 

部活動は、法令上の義務として実施されるものではないことから学校の判断により

実施しないこともあり、また、全ての生徒が一律に加入しなければならないも

のではなく、生徒の自主的・自発的な参加により行われるものであることにも

留意すべき旨を総則編及び保健体育編に明記。 

○ 部活動における多様な生徒・ニーズへの配慮 

運動部の活動における留意事項として、以下の内容を保健体育編に明記。 

①  レクリエーション志向の生徒や、運動が苦手な生徒、障がいのある生徒な

ど、どの生徒でも参加しやすい活動内容や活動時間等としたりするなどの工

夫を実施すること。 

②  複数のスポーツや文化・科学分野等の様々な活動も含めて幅広く経験できるよ

う配慮すること 
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また、生徒が充実した活動を行えるよう、入部時や新体制への移行期には、保護者

会等を通じて経営方針、目標、練習内容、年間計画、必要経費等を丁寧に説明し、理

解を得るものとする。 

学校部活動の指導者は、活動状況に応じて適宜目標や計画を見直し、学校部活動経

営の改善に努めるとともに、毎月の活動計画（休養日を明記したもの）及び活動実績

を校長に提出すること。 

 

（２）運営上の留意事項 

学校部活動の運営においては、生徒が主体的・意欲的に取り組めるよう、心理面へ

の配慮と安心して活動できる環境の整備が重要である。 

指導に当たっては、生徒の長所を積極的に見出して伸ばす「肯定的な指導」を基本

としつつ、場面に応じて改善を促す指導を適切に組み合わせることが望まれる。特

に、学校部活動の指導者の一方的な感情で指導内容が左右されないよう自制し、日頃

の観察に基づいた情報収集を行いながら、生徒の良さを引き出す工夫が求められる。

また、厳格な指導を行う際にも適切なフォローを欠かさず、生徒との信頼関係を構

築・維持することに留意しなくてはならない。 

また、学校部活動は学年や学級を越えた交流の場であり、望ましい人間関係を育む

貴重な機会である。指導者は、リーダー資質や協調性、責任感、人権感覚を養うとと

もに、生徒一人ひとりへの目配りを徹底し、暴力行為やいじめの防止を含めた適切な

集団づくりに努める必要がある。 

 

（３）保護者との連携 

学校部活動は、保護者や地域の方々の理解や協力のもとに成り立つものでもあるこ

とから、学校部活動顧問は、新体制移行期の保護者会等で、学校全体の目標や方針、

各運動・文化部の目標や方針、計画等について積極的に説明し、理解を得ることが大

切である。 

また、物品の購入や大会等への参加費、その他の負担金など、金銭の徴収に関わる

ことについては、事前に校長の許可を得るとともに、保護者の負担軽減を考慮しなが

ら丁寧な説明を行うことが必要である。 

さらに、保護者会の運営費等の使途についても保護者と学校部活動顧問及び学校が

共通理解しながら適切に対処し、説明責任を果たせるようにする。 

 

５ 大会・コンクールの参加等 

（１）生徒の大会等の参加機会の確保 

○ 校長は地域クラブ活動の位置付け（学校部活動の教育的意義を継承・発展させ

ながら、義務教育段階の生徒に対してスポーツ・文化芸術活動の機会を提供す

る公的な性質を有する活動）を踏まえ、平日の大会等に参加する生徒について、

学校部活動から参加する場合のみならず、地域クラブ活動から参加する場合も、

学校を出席扱いとできるよう検討する。 
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（２）大会等への参加の引率や運営に係る体制の整備 

①大会等への参加の引率 

【部活動】 

〇市教育委員会及び校長は、教員が引率業務を行う際には、週休日の振替等を適

切に実施するなど、教員の負担が過度とならないよう配慮すること。 

 

（３）大会等運営への従事 

①市教育委員会や校長は、大会運営に従事する教員等の服務上の扱いの明確化や兼

職兼業の許可について、適切な服務監督を行う。地域クラブ活動の運営団体・実

施主体は、当該団体等の規定等に基づき、必要に応じて大会運営に従事する部活

動の指導者の兼職兼業等の適切な勤務管理を行う。 

②市教育委員会や校長は、スポーツ・文化芸術団体の役員等として日頃から当該団

体等の活動に従事している教員等を含め、教員等が実費弁済の範囲を超えて報酬

を得て大会運営に従事することを希望する場合は、兼職兼業の許可を含めた適切

な勤務管理を行う。この際、学校における業務への影響の有無、教員等の健康へ

の配慮から、学校での職務負担や大会運営に従事する日数等を確認した上で、兼

職兼業等の許可の判断を行う。 

 

６ 部活動指導員との連携 

（１）部活動指導員の配置 

市教育委員会は、別途定めた要綱・要領※２により、各校に部活動指導員を配置し、学

校部活動顧問の負担軽減を図るとともに、各校での安全で充実した学校部活動運営の推

進を図るための援助・支援を行う。 

部活動指導員は、各学校の学校部活動運営方針のもと、校長及び学校部活動顧問との

連携を図り、職務を遂行する。 

※２ 寒河江市立中学校部活動指導員配置事業実施要綱及び寒河江市立中学校部活動指導員配置要領 

  

（２）部活動指導員の職務 

部活動指導員は、スポーツ庁策定のガイドライン※３並びに文化庁策定のガイドライン
※４を遵守するとともに、「運動部活動外部指導者の手引き(必携) ※５」並びに「山形県

における部活動改革及び地域クラブ活動に関する総合的なガイドライン※6」及び本ガイ

ドラインを理解し、指導に活かすとともに、各学校の学校部活動運営方針のもと、学校

部活動の管理・運営・指導業務、引率業務、その他必要と認められる業務を行う。 

※３「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」           （平成30年3月スポーツ庁） 

※４「文化部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」              （平成30年12月文化庁） 

※５「運動部活動外部指導者の手引き(必携)」           （平成30年3月山形県教育委員会） 

※６「山形県における部活動改革及び地域クラブ活動に関する総合的なガイドライン」 

     （令和8年3月山形県教育委員会） 
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７ けがや事故の防止 

スポーツ活動はもとより、文化芸術活動には、運動を伴う活動や野外活動、ボラン

ティア活動なども含まれ、活動内容が多岐に渡っている。活動内容によっては、事故

防止について十分配慮する必要があるとともに、生徒の体調の急変等に対応しなく

てはならない場合が考えられるので留意して活動すること。 

（１） 活動前における留意事項 

① 連絡体制の整備と健康状態の把握 

 学校は、管理下において事故が発生した場合に備え、危機管理マニュアル（活

動中の事故を含む）を確立し平素から学校部活動の指導者・生徒・学校ととも

に共通理解が図られるようにする。 

 学校は、学校部活動の指導者に対し、生徒の既往症（心臓疾患やアレルギーの

有無等）を事前に把握し、万一の際の対処法を生徒本人及び保護者等と確認し

ておくよう指導する。 

 学校部活動の指導者は、活動前に生徒の体調確認を行うなど、事前の事故防止を徹

底する。 

※参照１：事故発生時の連絡体制 

参照２：心停止に対する応急手当 

参照３：熱中症予防の原則 

参照４：熱中症対応フロー 

② 安全点検 

 学校は、部活動の指導者に対し、活動場所、設備、備品及び用具等の安全点検

について、日常的に行うよう指導する。 

 学校は、学校部活動の指導者に対し、ＡＥＤの設置場所を確実に把握するよう

に指導するとともに、ＡＥＤの使用方法については、学校部活動の指導者を積

極的に研修会に参加させたり、講師を招聘しての指導者研修会を開催したりす

るなどして、学校部活動の指導者が確実に使用できるように努める。 

③ 活動中における配慮すべき事項 

〇体調の確認と円滑なコミュニケーション 

・ 学校部活動の指導者は、活動中にも生徒の体調確認を行うとともに、生徒が体

調不良の際には、自らすぐに申し出ることができるよう、生徒と円滑なコミュ

ニケーションを図っておく。 

〇生徒自身の管理 

・ 学校部活動の指導者は、生徒に対し、自ら事故や熱中症等を回避することができるよ

う指導する。 

 

（２） 天候等を考慮した指導 

活動時における生徒の安全確保について、学校は、学校部活動の指導者に対し、活動

時の気象情報には十分留意させ、下記の点について指導する。 

①熱中症 

 熱中症特別警戒アラートが発表された場合（前日 14：00 時点）は、原則、活
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動（外部施設での練習や練習試合を含む）は行わないこと。但し、大会やコン

クールなどへの参加については、会場等にエアコンの設置などの環境整備がな

され、かつ、会場等まで全ての児童生徒を暑さ対策が十分な方法で送迎できる

など、熱中症対策が徹底されていることなどを総合的に勘案し、市が認めるこ

とができる。 

 熱中症警戒アラートが発表されている場合（前日 17：00、当日 5：00 発表）は、

活動の中止を前提に慎重に判断すること。 

 暑さ指数３１℃以上で運動は原則中止とする。28℃以上で厳重警戒（激しい運動

は中止）の場合は、活動内容の変更、個々の健康観察、こまめな休憩時間の取

得、水分・塩分の補給等の健康管理を徹底すること。 

 単に暑さ指数によらず、天気予報を含め活動場所の気象状況により、児童生徒

の安全が少しでも危惧される場合は、躊躇なく活動を延期すること（暑さ指数

が高くなくとも熱中症のリスクがある）。 

 午前から午後にかけての活動等、時間の経過とともに暑さ指数の上昇が想定さ

れる場合には、気象状況や児童生徒の活動状況も踏まえ、活動の中止や変更を

行うこと（事故発生前の判断）。 

 活動終了後のクーリングダウンと健康観察を徹底すること。 

 活動の移動時における熱中症リスクについても、引き続き十分に考慮すること。 

 気温が高くなり始める頃（４月下旬～５月下旬）には、28℃以下でも発症する

可能性があるため、早い時期から暑さになれるよう順化期間を設ける等、暑さ

に徐々にならしていく暑熱順化も行う。 

②低体温症 

雨天時等にやむを得ず活動する場合は、生徒の衣服が濡れたままで長時間活動

するなどして、低体温症になることのないよう、健康状態に十分注意する。 

③雷・暴風雨 

雷や暴風雨の際には、活動の中止や中断の判断を的確に行う。 

【落雷発生時】  ※学校における危機管理の手引き  学校安全編（ H22.11） 

 

対応ガイドライン 

 

 

事

前 

○ 関係者は、児童生徒等の安全を最優先することを十分に共通理解する。 

○ 当日の活動は、余裕をもったスケジュールを組む。 

○ 活動の中止決定の手順、避難場所、避難方法・誘導手順を明確にしておく。 

○ 前日に、当日の気象予報（天気予報、気象警報・注意報、気圧配置、前

線の有無、竜巻情報等）を確認し、対応の想定を行う。 
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当

日 

①朝、気象予報を確認するとともに、落雷・突風等が想定される場合は、

定期的に気象情報を入手し、関係者に情報を提供する。 

②絶えず雷鳴や空模様に注意する。雷注意報発令の有無にかかわらず、雷鳴

が聞こえたり、雷雲が近づく様子があったりする場合は、直ちに活動を中

止する。雷鳴が遠くかすかに聞こえる時も、落雷する危険信号と考えて直

ちに活動を中止する。 

③避難は、近くの建物、自動車、バスの中など、安全な空間に入る。周囲に

建物などがない場合は、足を閉じてしゃがみ、身を低くする。 

④雷雲が遠ざかって、２０分以上が経過してから屋外に出る。 

※気象庁のホームページにおいて、詳細な地域分布と１時間先まで１０分ごとの予報

を確認できる「レーダー・ナウキャスト（降水・雷・竜巻）」を活用 

 

【落雷発生時の留意事項】 

※参照５：落雷基礎知識 

 

・自動車､バス､列車､鉄筋コンクリート建築の内部は安全である。その際､建物や車両の

壁､電気製品の近くから離れる。 

・テントやトタン屋根の仮小屋は危険である。 

・周囲に建物などがない場合は、足を閉じてしゃがみ、身を低くする。 

・高い木には落雷しやすいので、４ｍ以内には近づかないこと。人間は、木よりも電気

が通りやすいので、木から人間に雷が飛び込む「側撃」という現象が起こる危険があ

る。 
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（３）  クマ等対策の留意事項 

 学校は、市、保護者、地域や関係機関と連携して通学路等の安全確保を図ること。 

 学校は、十分な安全が確保できない場合には、活動を延期または中止すること。 

 学校は、活動場所において、クマ等が出没した場合には、110 番通報し、避難・

誘導等により、子どもの安全を守る共通理解を図ること。 

 学校は、出没情報がある場所での活動等を避けること。 

 学校は、出没が予想される場合には、活動場所や活動時間に配慮すること。 

 大会等の主催者は、大会等実施中に会場内にクマが出没した際には、110 番通報し、

避難・誘導等により、生徒等の安全を最優先に確保すること 

※参照６：クマ出没注意報発令 

 

 

参考・引用文献 

・「学校における働き方改革に関する緊急対策」  （平成29年12月26日文部科学大臣決定） 

・「学校における働き方改革に関する緊急対策の策定並びに学校における業務改善及び勤務時

間管理等に係る取組の徹底について」      （平成30年2月9日付け29文科初第1437号） 

・ ｢スポーツ医・科学の観点からのジュニア期におけるスポーツ活動時間について」 

                                               （平成29年12月18日公益財団法人日本体育協会） 

・「熱中症予防運動指針」              （公益財団法人日本スポーツ協会） 

・「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」    （平成30年3月スポーツ庁） 

・「運動部活動での指導のガイドライン」           （平成25年5月文部科学省） 

・「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドラインの策定について」 

（平成31年1月25日付け30文科初第1424号） 

・「学校における働き方改革に関する取組の徹底について」 

（平成31年3月18日付け30文科初第1497号） 

・ ｢学校部活動の在り方に関するガイドライン」     （令和6年3月寒河江市教育委員会） 

・ 部活動改革及び地域クラブ活動の推進等に関する総合的なガイドライン 

～子供たちのスポーツ・文化芸術活動の充実に向けて～   （令和7年12月文部科学省） 
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（参照１）事故発生時の連絡体制（例）の図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事故状況の把握と事故者の確認 

・応急処置（必要に応じて AEDや 

心肺蘇生） 

・必要に応じて緊急通報 

【緊急対策本部】 

事故発生 

発見者 

校長 

教頭 

養護教諭 

教職員 近くの教職員 

生徒 

市教育委員会 

村山教育事務所 
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急
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療
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関 

 

・生命最優先 

・冷静な判断、的確な指示、迅速な連絡 

・事故前からの状況や教職員の動きを時系列で整理する。 

複数で対応 

連絡 要請 搬送 

連絡 

駆け付け 

指
示 
指
示 

報
告 

報
告 

急行 

救急処置 

救急補助 

連絡 

（駆け付け） 
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（参照２） 

（参照３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参照４） 
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（参照５）落雷基礎知識 

※日本大気電気学会ホームページより抜粋 

 

（参照６）  クマ出没注意報発令（山形県環境エネルギー部・令和７年 5 月  8 日）チラシ 

 

※ 県ホームページ「クマに関する情報」（目撃件数、クマ目撃マップ、人身事故一覧等）は 

『山形クマ』で検索願います 

①雷は高いところへ落ちる！ 

・平地で立った人と、低姿勢の人が並んでいた場合は、立った人へ落ちるとほぼ断定できる。万が一

の場合は、姿勢を低く。 

②林や森の中も危険！ 

・木の下は、木への落雷による側撃雷の危険性が高い。 

③高い物体のそばは安全？ 

・建物や車など周囲に何もないところでは、コンクリート製の電柱のそばが安全といえる。物体が電気

の伝導体で完全設置されていれば、そのそばの安全性は高い。 


